
 

 

 

図表でみる福島県の保健・医療・福祉２００８ 

（データ版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２１年１月 

 

福島県保健福祉部 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－ 目次 － 

 

１ 少子・高齢化の現状と社会環境の変化   （Ｐ１～６） 

 

（１）人口動態                                          

（２）人口と世帯                                         

 

２ 快適で健やかな生活の実現   （Ｐ７～１４）                     

 

（１）安全な水の確保                                      

（２）食品等の安全性の確保                                  

（３）安全で衛生的な環境の確保                              

（４）人にやさしいまちづくりの推進                             

（５）人と動物との共生の推進                                

 

３ 生涯にわたる健康づくりの推進  （Ｐ１５～２４）        

 

（１）生活習慣病予防の推進                                 

（２）成人保健・職域保健の推進                               

（３）こころの健康づくり                                    

（４）歯科保健の推進                                     

（５）難病対策の推進                                     

（６）感染症対策の推進                                    

（７）結核対策の推進                                     

（８）薬物乱用の防止                                     

 

４ 健康を支える医療の充実   （Ｐ２５～４０） 

 

（１）医療提供体制の整備                                  

（２）医療相談と医療監視の充実                              

（３）県立病院の整備                                     

（４）救急医療体制の充実                                  

（５）へき地医療の確保                                    

（６）移植医療の推進                                     

（７）適正な医薬分業の推進                                 

（８）医薬品等の適切な使用と安全性の確保                       

（９）献血者の確保                                       

（10）国民健康保険制度及び老人医療制度の安定的な運営の推進         

 

 



５ 誰もが安心して暮らせる福祉社会の推進   （Ｐ４１～４９）      

 

（１）地域福祉の総合的・計画的推進                           

（２）ともに生きるこころの醸成                               

（３）権利擁護の推進                                     

（４）民間福祉サービスの育成・振興                            

（５）県民の福祉活動への支援・参加促進                        

（６）保護援助を必要とする女性への支援                        

（７）生活保護を必要とする人への支援                          

 

６ 妊娠・出産・子育て・子育ちを支える社会の推進    （Ｐ５０～６２）       

 

（１）次世代育成支援対策について                            

（２）母子保健医療施策の推進                               

（３）小児医療体制の充実                                  

（４）子育て家庭への支援                                  

（５）子育てと仕事の両立支援                               

（６）子どもの健全育成の推進                               

（７）子どもの権利擁護の推進                                

 

７ 高齢者が心豊かに暮らせる社会の推進   （Ｐ６３～７３）   

 

（１）高齢者の生きがいづくりと社会参加の促進 

（２）地域包括ケアシステム及び地域支援事業の推進 

（３）在宅介護サービスの充実 

（４）施設介護サービスの充実 

（５）認知症高齢者の総合的支援 

（６）介護保険制度の円滑な運営 

 

８ 障がい者が自立し社会参加できる社会の推進   （Ｐ７４～８２）        

 

（１）自立の支援と社会参加の促進 

（２）在宅福祉サービスの充実 

（３）施設福祉サービスの充実 

（４）雇用と就労の促進 

 

９ 保健・医療・福祉のさらなる推進   （Ｐ８３～８６）         

 

（１）サービス総合化のシステムの確保 

（２）地域リハビリテーションの推進 

（３）保健・医療・福祉人材の確保と資質の向上 

 



 - 1 -

                                 

[１] 人口動態              

  ① 出生数 

      本県の出生数は、戦後の第 1次ベビーブームの約７２， 
０００人をピークに急減し、その後、第 2次ベビーブーム 

に当たる昭和 48年～49年頃に３２，０００人台まで 

回復しましたが、それ以降は減り続け、平成１９年には 

１７，１０１人まで減少しました。 

福島県の出生数
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                        資料：人口動態統計（厚生労働省統計情報部） 

  ② 合計特殊出生率 

      本県の合計特殊出生率は、全国を上回る水準で推移していますが、昭和５５年以降、現在 
の人口を維持するのに必要な２．０７を下回る状態が続いています。 
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資料：人口動態統計（厚生労働省統計情報部） 
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  ③ 平均初婚年齢 

      本県の平均初婚年齢は、全国平気を下回っているものの、年々上昇傾向にあり、晩婚化が 
進んでいます。少子化の一因になると考えられています。 
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資料：人口動態統計（厚生労働省統計情報部） 

 
 

  ④ 母の年齢別出生数構成の割合 

      母の年齢別出生数構成割合をみると、近年、晩産化の傾向にあります。 

 

                母の年齢（５歳階級）別出生数構成割合の推移 

 

年  次 総 数 ～１５ １５～１９ ２０～２４ ２５～２９ ３０～３４ ３５～３９ ４０～４４ ４５～４９ ５０～ 不詳

平成 ２年 100.0  - 1.4  16.3 44.9 29.7 7.1  0.7  - - - 

平成 ７年 100.0  0.0  1.6  19.0 39.2 30.0 9.1  1.0  0.0  - - 

平成１４年 100.0  - 2.5  19.6 37.7 28.6 10.2 1.3  0.0  - - 

平成１５年 100.0  0.0  2.4  18.3 37.1 29.5 11.0 1.6  0.0  0.0  - 

平成１６年 100.0  - 2.5  18.3 35.1 31.3 11.1 1.7  0.0  - - 

平成１７年 100.0  - 2.1  17.6 34.8 32.0 11.8 1.6  0.1  - - 

平成１８年 100.0  0.0  1.9  17.3 34.0 32.3 12.7 1.7  0.1  - - 

平成１９年 100.0  0.0  1.6  16.8 33.8 32.6 13.1 2.0  0.1  - - 

 
資料：人口動態統計（厚生労働省統計情報部） 
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  ⑤ 年齢別死亡率 

      高齢化をもたらした原因に、死亡率の低下があり、特に平成２年以降は高年齢層 

の低下が大きく貢献しています。 

年齢（５歳階級）別死亡率（人口千対）の推移
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資料：人口動態統計（厚生労働省統計情報部） 

 

  ⑥ 年齢３区分人口比率 

      本県の年少人口比率は、平成１９年１０月１日現在１４．３％（全国１３．６％）、老年 
人口比率は２３．７％（全国２１．５％）で、ともに全国に比べ高くなっています。 

平成８年に初めて老年人口比率が年少人口比率を上回って以来、その差は大きくな 

っています。 
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資料：平成１２年、１７年：国勢調査（総務省統計局）、平成１３年～１６年、１８～１９年：現住人口調査（福島県企画調整部） 
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  ⑦ 人口転換 

      本県の人口動態は、高出生率で死亡率が低下する「多産少死」の状態から出生率も低下し 
低出生率の「少産少死」へ変化してきています。 

出生率・死亡率・自然増加率（人口千対）の推移
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資料：人口動態統計（厚生労働省統計情報部） 

[２] 人口と世帯                          

  ① 人口の推移 

      本県の人口は、昭和３２年の２０９万９千人をピークに、その後県外への人口流出等により 
年々減少し、昭和４７年には１９２万７千人になりました。しかし、昭和４８年からは増加に転 

じ、昭和５３年には２００万人を超え、平成９年に２，１３７，４０６人でピークに達した後、ゆる 

やかな減少傾向にあります。 

  また、平成１６年からの市町村合併により、市部人口が増加しています。 

福島県の人口の推移
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資料：国勢調査（総務省統計局）、福島県現住人口調査（福島県企画調整部） 

多産少死 
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  ② 福島県の人口ピラミッド 

      本県の人口は昭和３０年、昭和５０年、平成１９年を比較すると年少人口（１５歳未満 
の人口）が減少し、老年人口（６５歳以上の人口）が増加する少子化、高齢化が進行して 

いることがわかります。 

050,000100,000150,000

０～４
５～９
１０～１４
１５～１９

２０～２４
２５～２９
３０～３４

３５～３９
４０～４４
４５～４９
５０～５４

５５～５９
６０～６４
６５～６９

７０～７４
７５～７９
８０～８４
８５歳以上

0 50,000 100,000 150,000

男性 女性

 

050,000100,000

０～４
５～９
１０～１４
１５～１９

２０～２４
２５～２９
３０～３４
３５～３９
４０～４４

４５～４９
５０～５４
５５～５９
６０～６４

６５～６９
７０～７４
７５～７９
８０～８４
８５歳以上

0 50,000 100,000

男性 女性

 

050,000100,000

０～４
５～９
１０～１４

１５～１９
２０～２４

２５～２９
３０～３４
３５～３９

４０～４４
４５～４９

５０～５４
５５～５９
６０～６４

６５～６９
７０～７４

７５～７９
８０～８４
８５歳以上

0 50,000 100,000

男性 女性

 
 

資料：福島県現住人口調査（福島県企画調整部） 
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  ③ 一世帯当たりの人員 

      一世帯当たりの人員も年々減少しており、核家族化が進行しています。 
 

一世帯当たりの人員の推移
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資料：福島県現住人口調査（福島県企画調整部） 
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[１] 安全な水の確保          

  ① 水道の普及 

      本県の水道普及率は全国平均と比べて低い水準にあ 
るため、引き続き水道普及率の向上に努めていく必要が 

あります。 

 また、併せて財政基盤の弱い市町村の水道整備に関 

しては、国庫補助制度等の活用により水道の布設を促進 

し、市町村格差の解消に努めていきます。 

  

 
  

    ：10％未満              ：10％以上 50％未満           ：50％以上 90％未満                 
 
    ：90％以上 97.3％未満         ：97.3％以上（97.3％は平成１８年度全国水道普及率）      

  
 
 

  ■参考 東北６県の普及率                            （平成 19 年 3 月 31 日現在） 

順位 県名 普及率（％） 全国順位 順位 県名 普及率（％） 全国順位 

1  宮城県 98.6  17  4  岩手県 92.4  39 

2  青森県 97.5  23  5  福島県 91.8  42 

3  山形県 97.4  24  6  秋田県 89.5  46 

資料：福島県の水道 （福島県食品生活衛生課）

２ 快適で 

健やかな 

生活の実現 
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    ダム 
    26.4％ 

 湖水 
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    河川 
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  地下水 
 20.4％ 

湧水 

6.9% 

  ② 給水量の確保 

      水道は、安全で快適な生活を維持していくうえで必要不可欠な社会基盤であり、安定した 
給水の確保に努める必要があります。近年は、節水意識の高まりや節水機器の普及などもあり、 

給水量は減少傾向にありますが、水は有限の資源であることから、今後とも安定供給に向けた 

取り組みが必要です。 

 

給水量の推移
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千㎥/日Ｌ/人・日

 
                            資料：福島県の水道（福島県食品生活衛生課） 
 

  ③ 水道水質の確保 

      水道の水源は、主として河川などの地表水と井戸水などの地下水に分けられます。河川水や 
ダムの水の場合は、おいしい水にするために高度な浄水処理が必要になることがあります。 

地下水などの水質が良い水源の場合は、複雑な浄水処理を行わなくてもおいしい水が得られる 

反面、大量の取水が難しいこともあります。 

 
 

           県内の水道事業における水源別取水量（平成１８年度） 
           
              年間取水量 ２６２，１５４千㎥ 
 

 
 
 
 
 
 
                            資料：福島県の水道（福島県食品生活衛生課） 
 
 

地表水 地下水 
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[２] 食品等の安全性の確保                  

  ① 食品検査 

      加工食品をはじめ食肉、野菜、果物などは、添加物の使用基準や残留農薬基準などが食品 
ごとに決められています。県内で製造、流通する食品を検査し、安全性の確保に努めています。 

 
              食品別検査状況（平成１９年度） 
 
対象食品 魚介類及びその加工品 冷凍食品 食肉・卵及びその加工品 乳及び乳類加工品 穀類・豆類及びその加工品

検体数 ４２４ ８９ ６７０ ２４３ ３６８ 

対象食品 果物・野菜類及びその加工品 弁当そうざい類 菓子類 その他 合 計 

検体数 ６３１ ８３１ ３６５ １６７ ３，７８８ 

 
                              資料：福島県食品生活衛生課調べ 

 

  ② 食中毒の防止 

      食中毒の発生を未然に防止するため、発生頻度の高い業種や、大量及び広域に流通する 
製造施設等に対して監視指導を強化するとともに、衛生講習会等を開催し、食品衛生思想 

の普及啓発を図っていきます。 

食中毒発生件数と患者数

27

20

26
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20

15

1,513
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665

496

1,351
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800
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1,200

1,400
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資料：生活衛生業務概要（平成１９年度版） 

 

  ③ と畜・食鳥検査 

      県内のと畜場、食鳥処理場においては、家畜の全頭検査や家禽の全羽検査を行い、食肉 
の安全性確保に努めています。 

 
              と畜・食鳥検査状況（平成１９年度） 

牛 1歳未満の牛 馬 豚 めん羊 山羊 食用鳥 

4,902頭 24頭 2,458頭 252,145頭 86頭 2 頭 7,694,330羽

 
   資料：福島県食品生活衛生課調べ 

発生件数 
患者数 
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[３] 安全で衛生的な環境の確保                  

  ① 生活衛生関係施設 

      理容所、美容所、興行場、旅館、公衆浴場及びクリーニング所などの生活衛生関係営業は、 
県民生活に密着したものであることから、これら施設の衛生水準を良好な状態に保持する必要 

があります。 

そのため、各保健所の環境衛生監視員が、各施設に対して監視指導を行っています。 

生活衛生関係施設の監視指導状況（平成１８年度）

2,047

537

3,122

4,066

138

620

160

460

713
919

86

368

129

1,520

0

500
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4,500
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                              資料：福島県食品生活衛生課調べ 

  ② 特定建築物 

      多くの人が利用する一定規模以上の床面積を有する建築物については、「建築物における 
衛生的環境の確保に関する法律」により衛生的管理が求められており、保健所では立入検査 

を実施し、建築物の維持管理について必要な指導を行っています。 

特定建築物の立入検査件数（平成１８年度）

25 31

160 154

59
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63

18 17
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資料：福島県食品生活衛生課調べ 
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  ③ 衛生害虫 

      保健所では、アタマジラミ、ダニ、ハチ等の衛生害虫の発生防止対策や駆除方法について、 
相談に応じています。 

衛生害虫の相談件数
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   資料：福島県食品生活衛生課調べ 
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[４] 人にやさしいまちづくりの推進               
 

すべての人が安全かつ快適に生活することのできる社会を実現するためには、すべての人が地域社

会の一員としてあらゆる分野の活動に参加できる環境を整備していく必要があります。 

県では、「人にやさしいまちづくり条例」を平成７年３月に制定し、不特定多数の人が利用する建築

物などのバリアフリー化を推進しています。また、この条例に基づきすべての人々が安心して利用でき

るよう整備された建築物には、「やさしさマーク」を交付しています。 

 

 

              「人にやさしいまちづくり条例」 
 

 

やさしさマーク交付件数
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 資料：福島県高齢福祉課作成 

資料：福島県高齢福祉課作成 
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[５] 人と動物との共生の推進                  

  ① 畜犬対策 

      本県の犬の登録頭数は１０万頭を超えており、家庭では、ペットというより家族の一員として 
飼育されています。人と動物が共生していくために、所有者等に対し適正飼養と愛護思想の普 

及を推進しています。 

また、狂犬病予防対策も行っています。 

犬の登録と狂犬病予防注射実施状況
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111,802
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                           資料：生活衛生業務概要（平成１９年度版） 
 

  ② 動物愛護 

      ペットの飼育にあたっては、飼養管理に関する正しい知識を身につけることが大切です。 
県では、所有者等のモラル向上を図るため、飼い犬のしつけ方教室を開催しています。また、 

小さい時から動物愛護思想の普及を図っていく必要があることから、小学校への獣医師 

派遣を行っています。 
 
    飼い犬のしつけ方教室          小学校への獣医師派遣事業 
     （平成１９年度）                 （平成１９年度） 

                         

実施回数 ２６回 
学科講習 

受講者数 ２８７人 

実施回数 ２２回 
実技講習 

受講者数 ２０５人 

 
資料：生活衛生業務概要（平成１９年度版） 

 
 
 
 
 
 

小学校数 ７１校 

派遣回数 ７８回 

受講児童数 ２，８８９名 
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  ③ 動物取扱業の登録 

      平成１８年６月１日の「動物の愛護及び管理に関する法律」の一部改正により、動物取扱業 
の登録制が導入され、３９８施設が登録されています。動物の健康及び安全の保持を図るため、 

これらの施設への立入指導を行っています。 
 

動物取扱業登録件数（平成１９年度）

43

27

7

179

276

0 50 100 150 200 250 300

展示

訓練

貸出

保管

販売

単位（件）

 
   資料：福島県食品生活衛生課調べ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

件 
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[１] 生活習慣病予防の推進      
 

 本県では、「がん」などの生活習慣病による死亡が 
総死亡の６０％以上を占めており、全国に比べても高い 

状況にあることから、生活習慣の改善により健康を増進 

し発病を予防する「一次予防」の推進や社会環境等の改 

善までを含めた新たな健康づくりの取組みが重要な課題 

となっています。 

このような状況を踏まえ、県では、具体的な行動計画で 

ある「健康ふくしま２１計画」を推進し、家庭・学校・職場・ 

地域などが一体となった新たな健康づくり県民運動を展開していきます。 

 
 

 

福島県の原因別死亡割合

27.8%

17.6%

13.1%0.3%

1.4%

39.8%

がん

心疾患

脳血管疾患

高血圧性疾患

糖尿病

その他

 

資料：人口動態統計〔平成１９年〕 （厚生労働省統計情報部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  生涯に 

わたる健 康 

づくりの推進 

生活習慣病 

（６０．２％） 
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       基本目標   「すこやか、いきいき、うつくしま」の創造 

 

総  合  的  推  進  方  策 

推 進 理 念 推進の方向性 推 進 主 体 

●個人の主体的な健康づくり 

 

 

●地域からの主体的な健康づくり 

 

 

●社会全体で支援する健康づくり 

●健康づくりに必要な場所、時間、仲間を創出するた 

 めの仕組みづくり 

 

●地域の特性や機能を活かした、健康を重視し育み支 

 え合うまちづくり 

 

●健康づくり推進のための包括的な連携体制づくり 

●県民 ●家庭 ●地域 

●学校 ●職域（企業） 

●マスメディア 

●ボランティア団体 

●保険者 

●保健医療専門家 

●市町村 ●県 

 

 

 

 

 

 

 

 健健健康康康ふふふくくくしししままま２２２１１１計計計画画画   
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[２] 成人保健・職域保健の推進                   
   

  壮年期は、様々な健康障害が表面化する時期です。そのため、壮年期からの健康づくりと生活習

慣病予防、介護予防を推進し、保健事業を充実させるとともに、高齢者個々人にふさわしい保健サー

ビスを計画的に提供できる体制整備を図っていきます。 

また、がん健診については、生活習慣病の予防、早期発見、早期治療を図っていくためにも、検診

受診率の向上と検診精度管理を高めていくことが重要です。 

基本健康診査受診状況
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子宮がん検診受診状況
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肺がん検診受診状況
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乳がん検診受診状況
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大腸がん検診受診状況
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資料：生活習慣病検診等管理指導協議会 

           （※棒グラフは受診者数、折れ線グラフは受診率） 
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[３] こころの健康づくり                      

  ① こころの健康 

      近年の社会生活環境の複雑化に伴い、ストレスを強く感じる者が増加し、さまざまな心の健康 
問題が生じています。 

このひとつに自殺が挙げられますが、県内の自殺者数は平成１０年に初めて５００人を超えて 

以来、毎年５００人以上の状態が続いており、人口１０万人あたりの自殺者数を示す自殺率は、 

全国平均を上回っています。また、近年は、中高年の男性の自殺者数が増えています。 

自殺は、健康問題や経済問題など様々な要因が関係して起こりますが、中でも「うつ病」は大 

きな要因の一つであることから、早期に精神的な不調に気づき、適切な対応をとることで自殺に 

至るのを防ぐことが大切です。 

こころの健康を保つには、適切な休養が大切であり、また、周囲の社会資源を利用するなどし 

て、ストレスと上手につきあう工夫が大切です。 

このため、県民のこころの健康の保持増進のために、こころの健康に関する専門電話相談窓口 

を開設するとともに、保健所や精神保健福祉センターで、随時相談や支援を行っております。 

自殺者数及び自殺率
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こころの電話相談件数の推移
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資料：人口動態統計 

資料：福島県障がい福祉課調べ 
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[４] 歯科保健の推進                       

  ① 乳歯う蝕予防 

     本県の乳歯う蝕は、近年確実に減少していますが、う歯数、う蝕有病者率の地域差や個人差が 
大きいという課題があります。 

幼児期は、生涯を通じて歯の健康づくりの基礎となる大切な時期であり、口腔清掃や望ましい 

食習慣など、適切な生活習慣づくりを推進しています。 

う蝕有病者率と一人平均う歯数の年次推移
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                                                           資料：福島県健康増進課調べ 

② 成人の歯の健康 

      本県の成人の保有歯数は、４０歳代から歯の喪失傾向が強まります。歯の喪失原因である 

歯周病り患状況は、歯を残すことが困難な重度の歯周炎にり患している者が２０歳代で２割、 

４０歳代で６割以上となっており、成人期早期からの自己管理ができる知識・技術の普及と環境 

づくりを図っています。 

 資料：平成９年度福島県歯科疾患実態調査（福島県健康増進課）
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[５] 難病対策の推進                  
      本県における特定疾患治療研究事業患者数は年々増加しており、患者の方々が安心して生活

を送ることができるよう、総合的な支援を行っています。 

 
             特定疾患治療研究事業・承認患者数の推移 
疾病別      年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

１ ベーチェット病 ４２９ ４２４ ３９８ ３７８ ３８２ ３８６ ３８８

２ 多発性硬化症 １４８ １５９ １５６ １６４ １７２ １８３ １９７

３ 重症筋無力症 ２１８ ２３２ ２１９ ２２０ ２２８ ２３０ ２３２

４ 全身性エリテマトーデス ７９０ ８０４ ８００ ８１１ ８１３ ８４３ ８５２

５ スモン １６ １６ １１ １１ １１ １１ １０

６ 再生不良性貧血 １６７ １５２ １３２ １２２ １３５ １４１ １３４

７ サルコイドーシス ２６８ ２７９ ２１７ ２２３ ２３０ ２５１ ２７１

８ 筋萎縮性側索硬化症 １２９ １３６ １１６ １２５ １４２ １４０ １３３

９ 強皮症・皮膚筋炎及び多発性筋炎 ４９２ ５１３ ５１３ ５１６ ５３４ ５５６ ５９０

10 特発性血小板減少性紫斑症 ５２１ ５１６ ４０７ ４０８ ４０８ ４１１ ３８７

11 結筋性動脈周囲炎 ６２ ６３ ６４ ６８ ６５ ７０ ８４

12 潰瘍性大腸炎 １，１７２ １，２１４ １，１７８ １，２２６ １，３０６ １，４１５ １，５３２

13 大動脈炎症候群 ９５ ９６ ８９ ８８ ９１ ９０ ８７

14 ビュルガー症 ２４２ ２３５ ２０８ ２０４ ２０７ ２０７ ２０１

15 天疱瘡 ６７ ７０ ６１ ６０ ５９ ６１ ６２

16 脊髄小脳変性症 ４４７ ４７３ ３７０ ３４０ ３４７ ３６５ ３８９

17 クローン病 ２４９ ２６４ ２５１ ２５６ ２６５ ２７７ ３０７

18 難治性の肝炎のうち劇症肝炎 １２ １０ ５ ２ １ ２ ３

19 悪性関節リウマチ １１４ １１４ １１０ １０５ １０２ １０７ １１４

20 パーキンソン病関連疾患 １，０４０ １，１１４ １，０５３ １，０９０ １，１６８ １，２４９ １，３２３

21 アミロイドーシス １６ １９ １２ １２ １４ １５ １９

22 後縦靱帯骨化症 ３８５ ３６６ ３０８ ３２２ ３５１ ３６６ ３７７

23 ハンチントン病 １０ ９ ９ １０ ８ ７ ６

24 モヤモヤ病（ウイリス動脈輪閉塞症） １９９ ２０９ ２１０ ２２７ ２４１ ２５２ ２４６

25 ウェゲナー肉芽腫症 ２４ ２７ ２７ ３０ ２９ ３２ ３０

26 特発性拡張型（うっ血型）心筋症 ３５８ ３６９ ３７７ ４０１ ４２２ ４３３ ４５０

27 多系統萎縮症 ７ １１ １１６ １３９ １７４ １７５ １８３

28 表皮水疱症（接合部型及び栄養障害型） ８ ９ ９ １０ ８ ８ ８

29 膿疱性乾癬 ２４ ２５ ２０ ２０ ２２ ２３ ２４

30 広範脊柱管狭窄症 １５ １６ １３ １１ １１ １２ １５

31 原発性胆汁性肝硬変 ２４６ ２６６ ２４０ ２４３ ２６０ ２７７ ３１６

32 重症急性膵炎 ３７ ３１ １４ ９ １２ １２ ７

33 特発性大腿骨頭壊死症 １５４ １６８ １７０ １８４ １９５ ２１８ ２３１

34 混合性結合組織病 １５６ １６５ １５７ １５９ １５９ １６９ １７６

35 原発性免疫不全症候群 １４ １５ １３ １５ １６ １６ １５

36 特発性間質性肺炎 ６０ ５７ ４５ ４８ ４９ ５８ ６９

37 網膜色素変性症 ４６７ ５０６ ５０３ ４９６ ５２８ ５２８ ５４６

38 プリオン病 ９ ８ ６ ６ ６ ６ ５

39 原発性肺高血圧症 １３ １４ １１ １８ ２１ ２３ ２４

40 神経線維腫症 ２４ ２５ １９ ２４ ２６ ２７ ２９

41 亜急性硬化性全脳炎 ０ ０ １ １ １ ０ １

42 バッド・キアリ（Budd-Chiari）症候群 ０ １ ２ ３ ４ ４ ５

43 特発性慢性肺血栓塞栓症（肺高血圧型） ８ １１ １１ １２ １３ １２ １５

44 ライソゾーム病（ファブリー〔Fabry〕病含む） １ ２ ４ ９ １１ １２ １２

45 副腎白質ジストロフィー ０ ０ １ ２ ２ ２ １

合   計 ８，９１３ ９，２１３ ８，６５６ ８，８２８ ９，２４９ ９，６８２ １０，１０６

資料：福島県健康増進課調べ 
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[６] 感染症対策の推進                  
      本県では、一類感染症及び二類感染症（結核を除く）の発生報告はなく、三類感染症のコレラ、

細菌性赤痢が年間数例、腸管出血性大腸菌感染症が例年一定数の報告があり、患者発生時に

は感染拡大防止対策が最も重要な課題となります。 

後天性免疫不全症候群は性行為による感染拡大が心配されており、保健所での抗体検査事業

などを推進しています。 

また、予防接種は、感染予防のために有効であり、接種率の向上を図ることが重要となります。 

 

                 主な感染症の発生件数の推移 

二 類 感 染 症 三 類 感 染 症 四類感染症 五類感染症 

ポリオ ジフテリア 重症急性呼

吸器症候群 

コレラ 細菌性赤痢 腸管出血性大腸

菌感染症 

腸チフス パラチフス ツツガムシ

病 

後天性免疫

不全症候群

平成１４年 ０ ０  ０ ３ １９ ０ ０ ４５ ３ 

平成１５年 ０ ０ ０ ０ ５ １９ ０ ０ ３０ ３ 

平成１６年 ０ ０ ０ ０ ３ ８４ ０ ０ ２７ ４ 

平成１７年 ０ ０ ０ １ ３ ２４ ０ ０ ３８ ３ 

平成１８年 ０ ０ ０ ０ １ ５８ ０ ０ ４５ ９ 

平成１９年 ０ ０ ０ １ １ ５４ ２ １ ４４ ８ 

                                         資料：福島県医療看護課調べ 

 注釈：・四類感染症に関しては、全数把握対象疾患からの抜粋             

    ・平成１９年４月「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」の改正により、重症急性呼吸器症候群が一類

から二類へ、コレラ、細菌性赤痢、腸チフス、パラチフスが二類から三類に変更となった。 

 

                 主な感染症の発生件数の推移 

資料：福島県医療看護課調べ 

予防接種実施状況の推移
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エイズ一般相談 ＨＩＶ抗体検査  

男 女 計 男 女 計 

平成１４年 ５０２ ３３２ ８３４ ２０５ １４２ ３４７

平成１５年 ５８１ ４０８ ９８９ ２０９ １５７ ３６６

平成１６年 ６７９ ４８１ １，１６０ ２８４ ２６１ ５４５

平成１７年 ３６０ ２９１ ６５１ ３４７ ４７６ ８２３

平成１８年 ６８２ ４０６ １，０８８ ５３４ ３３８ ８７２

平成１９年 １，０１９ ６７０ １，６８９ ６９８ ４７９ １，１７７

資料：福島県医療看護課調べ 
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[７] 結核対策の推進                       
      わが国の結核患者は、結核医学の進歩、対策の進歩などにより減少しましたが、近年は減少率

が鈍化しており、再興感染症として新たな認識のもとの対策が必要となっています。 

県では、患者の早期発見及び適正医療の完遂などの重点的な対策を推進することで、罹患率の

低下を目指します。 

全結核罹患率の推移
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このため、非定型抗酸菌症陽性治療中を含むデータを（旧）、含まないデータを（新）と表した。 

                                       資料：福島県医療看護課調べ 

 

結核登録者数の推移
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資料：福島県医療看護課調べ 
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[８] 薬物乱用の防止                       

  ① 薬物関連問題相談 

薬物乱用で困っている人からの相談を受けるため、保健所と県精神保健福祉センターに相談 

窓口を開設して県民からの相談に応対しています。 

昨今、少年層や一般市民層まで覚せい剤等薬物乱用の拡大がみられるため、地域においても 

学校、警察、保健、医療及び福祉等関係機関等相互の連携を図っていく必要があります。 

薬物関連問題相談件数
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資料：福島県薬務課調べ 

  ② 薬物乱用防止啓発 

本県でも全国の傾向と同様に少年層の薬物乱用拡大傾向がみられるため、若年層に対する 

啓発に積極的に取り組んでいます。 

小中学生には、薬物乱用防止啓発スクールキャラバンカーを利用しての乱用薬物の有害性に 

ついて啓発に努めるとともに、さらに中学生に対しては、薬物乱用防止教室等を開催し、薬物の 

恐ろしさ等正しい知識についての普及啓発を図っています。 

薬物乱用スクールキャラバンカーの利用数
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資料：福島県薬務課調べ 
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[１] 医療提供体制の整備      
 

 本県の人口当たりの病床数は、全国平均を上回って推移 
しており、多様化する医療への需要に対応し、良質な医療を 

効率的に提供するため、医療資源の適正配置や診療機能の 

充実、医療機関の役割分担と連携の確立が求められていま 

す。 

このため、外来通院患者の診断・治療を担う一次医療から 

主として一般的な入院・専門外来を担う二次医療、さらに専門 

的な医療を担う三次医療までの体系的な医療サービス提供体制 

を整備充実していきます。 

 
          

                           医療施設数・病床数の年次推移 

 

病      院 一般診療所 歯科診療所 

 年次 
施設数 病床数

精神 感染症 結核 療養 一般 
施設数 病床数 施設数 病床数

Ｈ２年 173  33,989 8,710  289 815 － 24,175 1,199 5,963  689  － 

Ｈ３年 172  34,170 8,687  289 815 － 24,379 1,219 5,827  710  － 

Ｈ４年 169  34,009 8,707  283 786 － 24,233 1,216 5,747  728  － 

Ｈ５年 168  33,753 8,624  268 780 － 24,081 1,228 5,512  737  － 

Ｈ６年 168  33,737 8,622  268 713 － 24,134 1,253 5,321  758  － 

Ｈ７年 166  33,419 8,618  253 600 － 23,948 1,268 5,142  780  － 

Ｈ８年 165  33,319 8,600  253 570 － 23,896 1,264 4,680  789  － 

Ｈ９年 161  33,095 8,564  239 570 － 23,722 1,293 4,608  805  － 

Ｈ１０年 157  32,787 8,547  239 484 － 23,517 1,310 4,581  826  － 

Ｈ１１年 156  32,432 8,502  123 437 － 23,370 1,341 4,234  838  － 

Ｈ１２年 157  31,915 8,440  34 387 － 23,054 1,363 4,092  848  － 

Ｈ１３年 156  31,452 8,391  34 326 － 22,701 1,378 3,860  855  － 

Ｈ１４年 152  31,270 8,153  34 326 － 22,757 1,401 3,608  872  － 

Ｈ１５年 152  30,378 8,085  34 326 4,260 17,663 1,418 3,391  882  － 

Ｈ１６年 149  29,995 7,877  34 320 4,399 17,365 1,438 3,355  885  － 

Ｈ１７年 147  29,781 7,814  36 277 4,355 17,299 1,434 2,886  887  － 

Ｈ１８年 147  29,742 7,748  36 241 4,542 17,175 1,463 2,814  903  － 

 注釈：１ 各年とも１０月１日現在で、休止、１年以上休診中の施設は除いてある。 

    ２ 「感染症病症」は、「感染症予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」が平成１１年４月から施行され、 

「伝染病床」より改められた。 

    ３ 一般病床は、医療法の一部改正により、平成１５年８月から「療養病床」と「一般病床」に区分された。 

                                       資料：保健統計の概況（福島県保健福祉部） 

４  健康を 

支える医療 

の充実 

生活習慣病
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病院数の年次推移（人口１０万対）
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資料：医療施設調査・病院報告（厚生労働省統計情報部） 

 

 

 

一般診療所数の年次推移（人口１０万対）
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資料：医療施設調査・病院報告（厚生労働省統計情報部） 
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歯科診療所数の年次推移（人口１０万対）
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資料：医療施設調査・病院報告（厚生労働省統計情報部） 

 

 

 

病院病床数の年次推移（人口１０万対）
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資料：医療施設調査・病院報告（厚生労働省統計情報部） 
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[２] 医療相談と医療監視の充実                 

  ① 医療相談件数 

      県では、従来から保健所や県庁などで、患者さんやその家族の方などからの医療に関する相談 
に対応しておりましたが、平成１５年４月から、こうした相談に迅速に対応し、また、それらの相談 

内容などの情報を医療機関へ提出することで、医療機関における患者サービスの向上が図られる 

ことを目的に「福島県医療相談センター」を設置しております。 

県では、患者の視点に立った医療が実現され、医療に対する信頼が確保されるよう、相談体制 

の充実に努めていきます。 

医療相談件数
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  ② 医療監視件数 

      県では、病院、診療所、助産所等について、関係法令に規定された構造設備、人員を有し、 
かつ、適正な管理を行っているかどうかについて検査を行い、県民に適正な医療を提供できる 

ように監視及び指導を行っています。 

医療監視件数
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資料：福島県医療看護課調べ 

資料：福島県医療看護課調べ 
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[３] 県立病院の整備                      
 

       県立病院は、平成１８年度末まで県内各地域に９病院１診療所が設置され、地域の二次医療を

担うとともに、精神科等の専門医療やへき地医療を提供しておりましたが、少子高齢化の急速な進

行、県民の医療ニーズの多様化、民間医療機関との重複・競合、道路交通網の整備など環境の大き

な変化に対応することが難しくなり、極めて厳しい経営状況となりました。 

このため、平成１６年度の「福島県立病院改革審議会」の答申を踏まえ、県は、３病院・１診療所

を廃止、２病院を統合する等の「県立病院に係る基本方針」を決定し、さらに統合病院の整備や病

院の廃止時期等を盛り込んだ「県立病院改革実行方策」を策定いたしました。この実行方策等に基

づき、平成１９年３月末には３病院・１診療所の廃止・移譲を行ったところです。 

今後は、新しい経営改善計画に基づき、時代の変化に対応した県立病院としての役割や機能を

十分に踏まえながら、県民に期待され信頼される県立病院として、良質な医療の提供と健全な経営

の実現を目指してまいります。 
 
                 県立病院の現況 
区分 病   床   数 

病院名 

開設 

年月 
標榜診療科目 

一般 結核 精神 感染症 計 

矢吹病院 Ｓ30.11 内科、精神科、歯科     206    206 

喜多方病院 24.7 内科、外科、整形外科、皮膚科、眼科（休診中：小児科） 135        135 

会津総合 

病院 
28.6 

内科、循環器科、呼吸器科、消化器科、外科、心臓血管外科、婦人科、 

整形外科、皮膚科、泌尿器科、耳鼻咽喉科、眼科、歯科、精神科、 

麻酔科、放射線科、リハビリテーション科、神経内科（休診中：小児科） 

204  50  47  8 309 

宮下病院 26.11 内科、外科、整形外科、耳鼻咽喉科、神経精神科、皮膚科 55        55 

南会津病院 24.7 
内科、外科、婦人科、小児科、整形外科、耳鼻咽喉科、眼科、 

麻酔科、神経内科、皮膚科 
150        150 

大野病院 26.12 
内科、外科、整形外科、眼科、麻酔科、泌尿器科、呼吸器科、小児科 

（休診中：産婦人科） 
146      4 150 

計     690  50  253  12 1,005 

                  資料：福島県病院局病院経営改革課作成（平成２０年１１月１日） 
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[４] 救急医療体制の充実                       
 

県内の救急医療体制は、医療機関、医師会、市町村、消防本部などの関係機関との連携により

初期救急医療から第三次救急医療までの体系的な整備が進められています。 

これらの救急医療体制が十分に機能するよう未整備地域の解消や、地域の実情に即した体制の

確立などを図り、質的充実に努めていきます。 

 

                      救 急 医 療 体 制（平成２０年９月９日現在） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●休日夜間急患センター 

●救命救急センター 

●救急医療情報センター 

●災害医療センター 

●休日等歯科診療所 

 

福島市                      郡山市                       白河市  

 ●地域災害医療センター（福島赤十字病院）     ●●救命救急センター・地域災害医療センター     ●地域災害医療センター 

 ●●救命救急センター・ドクターヘリ・         （太田西ノ内病院）                （白河厚生総合病院） 

基幹災害医療センター             ●郡山市休日・夜間急病センター 

（県立医科大学附属病院）           ●郡山市休日・夜間急病センター（歯科）      須賀川市 

 ●福島市夜間急病診療所                                        ●須賀川地方休日夜間急病診療所 

 ●福島市休日救急歯科診療所           いわき市                            

 ●救急医療情報センター              ●●救命救急センター・地域災害医療センター    南相馬市  

（いわき市立総合磐城共立病院）         ●地域災害医療センター 

会津若松市                     ●いわき休日夜間急病診療所              （南相馬市立総合病院）    

 ●●救命救急センター・地域災害医療センター    ●いわき市休日救急歯科診療所 

   （会津中央病院）                                        南会津町 

 ●会津若松市夜間急病センター                                     ●地域災害医療センター 

                                        （県立南会津病院）  

                         

資料：福島県医療看護課調べ 
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在宅当番医制・病院群輪番制 

 

 

 

〈在宅当番医制〉 

 

 

 

 

 

 

〈歯科在宅当番医制〉 

 

 

 

 

 

〈病院群輪番制〉 

 

 

 

 

 

 

                                                 資料：福島県医療看護課調べ  

 

会津若松地域 

喜多方地域 

安達地域

福島地域

相馬地域 

郡山地域

いわき地域 

白河地域

須賀川地域

・福島地域（１１病院）     ・いわき地域（１７病院）     ・安達地域（４病院） 

・会津若松地域（３病院）    ・白河地域（７病院）       ・相馬地域（６病院） 

・郡山地域（７病院）      ・喜多方地域（４病院）      ・双葉地域（４病院） 

・須賀川地域（３病院） 

双葉地域 

南会津地域

伊達地域

・福島市医師会 ・郡山医師会  ・白河医師会   ・喜多方医師会  ・相馬郡医師会 

・伊達医師会  ・田村医師会  ・東白川郡医師会 ・両沼郡医師会  ・双葉郡医師会 

・安達医師会  ・石川郡医師会 ・会津若松医師会 ・南会津郡医師会 ・いわき市医師会 

・安達歯科医師会     ・会津若松歯科医師会     ・相馬歯科医師会 

・白河歯科医師会     ・耶麻歯科医師会       ・双葉郡歯科医師会 
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                          救急医療体系図 

                                                                   （平成２０年９月１日現在） 
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- 32 -



 - 33 -

[５] へき地医療の確保                       
  

      本県のへき地医療は、交通体系の整備とへき地診療所、患者輸送車の整備などにより無医地

区は減少してきていますが、その一方で医師が高齢などの理由により医療機関を廃止するという

新たな課題も生じています。 

このため、これら無医地区をはじめとする医療に恵まれない地域における医療提供体制を整備

するため、県は平成１５年１２月に策定した「へき地医療対策アクションプログラム」に基づいて、

その地域特性に応じた医療の量的確保と質的向上に努めていきます。 

 

 

 
資料：厚生労働省無医地区・無歯科医地区等調査（平成１６年１２月３１日現在） 

                 （注）市町村名については、調査時点（平成１６年１２月３１日現在で表示 

 



 - 34 -

[６] 移植医療の推進                        
       

臓器移植については、「日本臓器移植ネットワーク」による公平かつ適切な移植医療が実施さ

れていますが、臓器移植に対する正しい理解を得るため、普及啓発活動を推進しています。 

また、骨髄移植については、ドナー登録者が骨髄バンクの全国的な目標数３０万人に到達しま

したが、移植率は５８．５％に留まっています。「１人でも多く」のドナー登録のため、引き続き県民

に対する普及啓発を推進するとともに、休日集団登録や移動献血併行型登録などの実施により、

骨髄提供希望者の利便を図っていきます。 
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                                    資料：（財）骨髄移植推進財団まとめ 

 

                     骨髄バンク事業の体系 
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[７] 適正な医薬分業の推進                     
    

   医薬分業は、医師と薬剤師の職能を最大限発揮できる質の高い医療を目指しています。医薬

分業の進展により、処方せん受取率は増加しており、地域の中核的病院のほとんどが処方せん発

行を行っています。こうした中、適正な医薬分業の推進のためには、医師と薬剤師が連携を図り、

また、患者は患者情報を十分に把握し適切な服薬指導をしてくれる「かかりつけ薬局」を決めてお

く必要があります。さらに、中核的病院を訪れる患者は広域に渡るため、病院と薬剤師会が十分

な連携を図り、医薬分業による様々な問題を協議し解決していくことが求められています。 

医薬分業の推移（処方せん枚数、取り扱い薬局数）
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資料：薬務行政概要（福島県薬務課） 

 

 

処方せん受取率 

 

 処方せん受取率 

２次医療圏 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

県北 ５８．０ ６０．２ ６０．０ ６２．１ ６４．２ 

県中 ４５．４ ５１．６ ５１．７ ５４．３ ５５．９ 

県南 ３２．７ ３４．７ ３５．０ ３５．５ ３７．１ 

会津 ５９．６ ６４．８ ６４．３ ６５．２ ６５．６ 

南会津 ３４．２ ４１．９ ４０．１ ４１．２ ４６．９ 

相双 ４６．５ ４７．７ ４７．９ ５０．７ ５２．９ 

いわき ７４．３ ７５．９ ７４．２ ７５．２ ７５．０ 

県 ５５．８ ５８．６ ５８．５ ６０．５ ６２．１ 

全国 ５１．６ ５３．８ ５４．１ ５５．８ ５７．２ 

注釈：「処方せん受取率」＝処方せん枚数/（診療回数×投薬数） 

   ２次医療圏ごとの処方せん受取率は、国民健康保険のデータから算出。 

   平成１９年度の県及び全国の処方せん受取率は、社会保険を含む全保険のデータから算出。 

資料：薬務行政概要（福島県薬務課） 
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[８] 医薬品等の適切な使用と安全性の確保         

  ① 薬事相談 

医薬品等（医薬品・医薬部外品・化粧品・医療機器等の総称）については、それらを正しく用い

ることやその使用により健康被害にあわないようにするための正しい情報を知ることが大切です。    

医薬品等に関する疑問、問題がある場合には、その医薬品等を渡した薬局や病院等に相談す

るのが最良ですが、県でも、県消費生活センターと保健所に相談窓口を設けています。 

薬事相談件数
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資料：薬務行政概要（福島県薬務課） 

  ② 薬事監視 

薬局、医薬品等販売業者、医薬品製造業者等の薬事監視は監視指導計画を作成し、また、必

要に応じて中核市と連携し、効率的・効果的に行っています。 

薬事監視員は、薬事法に基づいて与えられた権限により、これらの施設の構造設備、管理・取

扱いについて立入検査、医薬品等の収去を行い、薬事法の目的である医薬品等の品質、有効性

及び安全性の確保を図っています。 

薬局・医薬品製造業等の数とその立入検査数
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 資料：薬務行政概要（福島県薬務課）
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[９] 献血者の確保                        
 

本県の献血者数は、近年９万人前後で推移しておりますが、これは平成３年度のピーク時に比

べると約４万人減少しています。 

献血の目標数は、県内での輸血用血液量と、国内自給のための血液製剤原料血漿確保量の

本県割当分から毎年決めておりますが、平成１９年度は、目標数を達成することができましたが、

献血者の減少傾向には歯止めがかかりませんでした。 

献血者減少の原因としては、献血協力事業所の受入の減少や若年層の献血離れなど、様々な

要因があげられます。 

平成２０年までには、血液製剤原料血漿は全て国内自給する目標を掲げていることから、献血

者数減少に歯止めをかけ、献血思想の普及・啓発を図り、献血者増につなげる必要があります。 

なお、平成１９年度の本県の献血率は 6.2％（全国 5.4％）であり、全国で６位です。 

 

                献血状況の推移（献血目標・種類別の献血者数） 
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資料：薬務行政概要（福島県薬務課）、血液事業の現状（厚生労働省）、血液事業の概要（福島県赤十字血液センター） 

 

平成１９年度年齢別献血者数

16-19歳

（5,027人）

6% 20-29歳

（16,965人）

20%
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平成１９年度職業別献血者数

その他
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3% 会社員
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58%
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資料：薬務行政概要（福島県薬務課）、血液事業の現状（厚生労働省）、血液事業の概要（福島県赤十字血液センター） 
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[１０] 国民健康保険制度及び老人医療制度の安定的な運営の推進   

  ① 国民健康保険 

国民健康保険事業の主な歳入は保険料（税）及び国庫支出金であり、主な歳出は保険給付

費・老人保健拠出金及び介護納付金です。 

なお、各保険者の事業運営は、少子高齢化の急速な進展や生活習慣病の増加、医療技術の

高度化により医療費が年々増大し、また、経済状況の低迷による保険税収入の伸び悩みなどか

ら大変厳しい状況にあります。 

 

                     国民健康保険決算状況（平成１８年度） 
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                                   資料：国民健康保険事業状況（福島県国民健康保険課） 
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  ② 国民健康保険料（税）と医療費 

被保険者一人当たりの保険料（税）は、平成１３年度から減少傾向にありましたが、平成１６年

度には増加に転じ、平成１８年度は 1,320 円（1.7%）増加しました。 

また、一人当たりの医療費については、平成１４年を除いて増加傾向にあり、平成１８年度は前

年度より 7,447 円（3.1%）増加しました。 

国民健康保険被保険者一人当たりの保険料（税）と医療費の推移
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                                資料：国民健康保険事業状況（福島県国民健康保険課） 

 

  ③ 老人医療費 

平成１４年１０月からの老人保健制度改正で老人医療の受給対象年齢が引き上げられ、受給

対象者数が減少していることから、老人医療費の総額は、平成１４年度をピークに逓減傾向にあ

ります。 

一方、一人当たりの医療費は、受給対象者の高齢化や医療技術の高度化により、増加してい

ます。 

老人医療費総額、一人当たりの老人医療費の推移
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資料：老人医療費の概要（福島県国民健康保険課） 

一人当たりの医療費 

医療費総額
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  ④ 老人医療受給対象者と受診件数 

老人医療受給対象者数は、高齢化の進展により毎年増加していましたが、平成１４年の制度

改正で対象年齢が７５歳以上とされたことにより、平成１５年以降の受給対象者数は減少してい

ます。また、受給対象者数が減少したことで、受診件数も減少しています。 

 

老人医療受給対象者、受診件数の推移
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資料：老人医療費の概要（福島県国民健康保険課） 
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[１] 地域福祉の総合的・計画的推進    

  ① 市町村地域福祉計画の策定 

      誰もが身近な地域で、ともに支え合いながら安心して 

生活していけるよう、住民活動を中心とした地域福祉を 

推進していくことが重要です。このため、市町村には、 

高齢者、障がい者、児童といった対象者別の福祉計画と 

の整合性及び連携を図り、総合化していく地域福祉計画 

の策定が求められています。県は、市町村における地域 

福祉計画の策定を支援していきます。 

 
地域福祉計画の位置づけ 

 

 
 

地域福祉計画の策定状況調査結果（策定予定） 

 
策定（予定）年度  

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 年度未定 
策定未定 合計 

市町村数 １ ４ ４ ２ ８ ７ ２ ２６ ６ ６０ 

 
                     資料：福島県社会福祉課調べ（平成２０年３月３１日現在） 
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[２] ともに生きるこころの醸成                  
      

誰もが、家庭や身近な地域の中で、ともに支え合いながら、自分らしい生活をいきいきと安心し

て送ることができる社会を実現する必要があります。２１世紀の担い手である児童・生徒が、福祉

活動について理解を深める機会や福祉体験の機会を通じて、社会福祉への理解と関心を高め、

ともに生きるこころを育めるよう福祉教育の充実を支援します。 

 
            福祉協力校指定済率（平成１９年現在） 

 
資料：福島県社会福祉課作成 

           
福祉協力校指定校数、指定済率（平成１９年現在） 

指定校数 指定済率（％）  
小学校 中学校 高校 特別支援学校 指定校計 小学校 中学校 高校 特別支援学校 指定校計

県北 ８３ ３５ ８ ０ １２６ ６７．５ ７９．５ ３６．４ ０ ６４．６

県中 １１６ ５４ ９ １ １８０ ８１．７ ８３．１ ３６．０ １４．３ ７５．３

県南 ３６ １４ ４ ０ ５４ ８０．０ ７７．８ ４４．４ ０ ７４．０

会津 ５０ ２８ ９ １ ８８ ６３．３ ７１．８ ３９．１ ２５．０ ６０．７

南会津 １０ ６ ２ ０ １８ ５８．８ ６６．７ ６６．７ ０ ６２．１

相双 ４７ ２２ １１ ０ ８０ ９５．９ ９１．７ ９１．７ ０ ９２．０

いわき ３３ ２３ ９ ０ ６５ ４４．６ ５０．０ ４５．０ ０ ４５．５

県全体 ３７５ １８２ ５２ ２ ６１１ ７０．９ ７４．３ ４５．６ ８．７ ６７．１

資料：福島県社会福祉課調べ 

県北 ６４．６％ 
 小学校 ６７．５％ 

 中学校 ７９．５％ 

 高等学校 ３６．４％ 

会津 ６０．７％ 
 小学校 ６３．３％ 

 中学校 ７１．８％ 

 高等学校 ３９．１％ 

 養護学校等 ２５．０％

南会津 ６２．１％ 
 小学校 ５８．８％ 

 中学校 ６６．７％ 

 高等学校 ６６．７％ 

県中 ７５．３％ 
 小学校 ８１．７％ 

 中学校 ８３．１％ 

 高等学校 ３６．０％ 

 養護学校等 １４．３％

県南 ７４．０％ 
 小学校 ８０．０％ 

 中学校 ７７．８％ 

 高等学校 ４４．４％ 

いわき ４５．５％ 
 小学校 ４４．６％ 

 中学校 ５０．０％ 

 高等学校 ４５．０％ 

相双 ９２．０％ 
 小学校 ９５．９％ 

 中学校 ９１．７％ 

 高等学校 ９１．７％ 
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[３] 権利擁護の推進                       

  ① 日常生活自立支援事業（平成２１年３月末までは「地域福祉権利擁護事業」） 

      認知症や精神障がい等により日常生活を営むのに支障がある方の在宅福祉サービスの利用や日
常的な金銭の管理を援助し、地域で自立した生活を送れるよう、県社会福祉協議会では「日常生

活自立支援事業」を実施しています。 

この事業を円滑に実施するため、７つの生活圏の中心市町社会福祉協議会に専門員を置くとと

もに、各市町村社会福祉協議会に生活支援員を配置しています。 

 
                 日常生活自立支援事業実施体制 
 

        実施主体：県社会福祉協議会            監視、提言等 

             

                
                                          支援、連携 

 
業務の一部を        ・監督                                                        調査、解決 

委託        ・支援      困難事例等     連携 

   

 

 
                                       連携 

 

 
                                    雇用、派遣、監督 

 

 
             ④申込 

        連携    書提出 

 

 
                                           連携 

 

 
                                          ⑥援助 

 
                                                         苦情申立 

           ②事業説明           ①利用相談                                 相談   

    ⑤契約締結                     ③利用申込 

 

 
  ⑦利用料支払 

 

 

                                   資料：福島県社会福祉課作成 
 

契約締結審査会 
・利用者の契約締結能力等の判断 
・援助内容の審査 

基幹的社会福祉協議会 
（７つの生活圏の中心市町村社協） 

専門員 
・相談、審査、金融機関との調整 
・支援計画の策定 ・援助契約の締結 

市町村社会福祉協議会 
・相談 ・利用申込の受付 
・基幹的社協が行う審査等への同行 
・通帳、印鑑等の保管 

生活支援員 
（基幹的社協が雇用して、各市

町村社協に配置する。） 

・認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等、日常生活を営む上で必要となる福祉サービスの利用、当該

サービスの利用料の支払いなど、自己の判断で適切に行うことが困難であると認められる者 
・本事業の契約書及び支援計画の内容について認識し得る能力を有していると認められる者 

利 用 者

運営適正化委員会（運営監視部会） 
・事業全般の監視と監督 

県（本庁） 

その他の

関係機関

市町村 

保健福祉

事務所
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日常生活自立支援事業に係る契約締結件数 

 
年 度 １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ 
新規契約数 ４ １２ ２１ ３４ ２２ ２８ ５１ ４９ 

                                 資料：福島県社会福祉課作成 
 
 

日常生活自立支援事業に係る生活支援員の数 
                                       （平成２０年３月３１日現在） 

基幹的社会福祉協議会 所管区域 市町村数 生活支援員の数

福島市社会福祉協議会 福島市、二本松市、伊達市、本宮市、伊達郡、安達郡 ９ ３９ 
郡山市社会福祉協議会 郡山市、須賀川市、田村市、岩瀬郡、石川郡、田村郡 １２ ３５ 
白河市社会福祉協議会 白河市、西白河郡、東白川郡 ９ １３ 
会津若松市社会福祉協議会 会津若松市、喜多方市、耶麻郡、河沼郡、大沼郡 １３ ３０ 
南会津町社会福祉協議会 南会津郡 ４ ７ 
南相馬市社会福祉協議会 南相馬市、相馬市、双葉郡、相馬郡 １２ １４ 
いわき市社会福祉協議会 いわき市 １ １８ 

 
                          資料：福島県社会福祉協議会地域福祉課調べ 

 
 

  ② サービスに係る苦情解決体制 

      社会福祉事業の経営者は、サービス利用者等からの苦情を適切に解決することが求められてい
ます。 

 
 
             社会福祉法人における苦情解決体制の整備状況 
                                                                

  （平成２０年３月３１日現在） 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：福島県福祉監査課調べ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

苦情解決責任者、担当者決定数 第三者委員設置数   
調査法人数

a 
法人数 

b 
決定率 
b/a(%) 

法人数 
c 

決定率 
c/a(%) 

施設経営法人 １３６ １３６ １００ １３６ １００ 
市町村社会福祉協議会 ５８ ５８ １００ ５８ １００ 
県域法人 ４ ４ １００ ４ １００ 

計 １９８ １９８ １００ １９８ １００ 
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[４] 民間福祉サービスの育成・振興               

  ① 社会福祉法人 

      誰もが質の高い福祉サービスを選択し、利用できるよう、サービス提供を行う社会福祉法人をはじ
めとする福祉団体や民間事業者の育成・支援を図っています。社会福祉法人については、施設経

営法人は年々増加していますが、平成１７年は市町村合併により市町村社会福祉協議会が減少し

たため、法人数が減少しています。 

社会福祉法人数

235

248

253

267
271

250

256
260

210

220

230

240

250

260

270

280

平成１２年 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年 １９年

 
                                 資料：福島県福祉監査課調べ 

 

  ② 市町村社会福祉協議会 

      市町村社会福祉協議会は、地域福祉推進の中心的存在として、自主的、主体的、積極的な取
組みを展開していくことが期待されています。県社会福祉協議会とともに、市町村社会福祉協議会

の活動の促進を図っていきます。 

 

                    市町村社会福祉協議会の職員設置状況 

                                                   （平成１９年４月１日現在） 

一般事業職員 経営事業職員  

市 町 村 合計 県平均 市 町 村 合計 県平均 
合計 

平均職員数 22.5 5.3 3.9 8.7 － 125.4 23.1 17.3 43.8 － －

職員数 292 171 59 522 8.7 1,630 740 259 2,629 43.8 3,151

常勤 232 140 52 424 7.1 784 314 123 1,221 20.4 1,645内

訳 非常勤 60 31 7 98 1.6 846 426 136 1,408 23.5 1,506

市町村数 13 32 15 60 － 13 32 15 60 － 60

一般事業職員 事務局長、福祉活動専門員及び総務部門並びに地域福祉推進部門に従事する職員をいう。 

経営事業職員 在宅福祉、介護事業部門等に従事する職員をいう。 

                                                  資料：福島県社会福祉課調べ 
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[５] 県民の福祉活動への支援・参加促進           
       

参加と連携による地域福祉の推進のためには、地域住民の方の社会福祉活動への積極的な参

加が望まれます。なかでも、福祉ボランティアは重要な位置を占めています。県では、市町村ボランテ

ィアセンターの設置を促進する等により、福祉ボランティアへの参加機運の一層の向上及び活動基

盤の整備を図り、福祉ボランティア活動の総合的な支援を行っていきます。 

 
            市町村ボランティアセンターの設置状況 
            

 
                       資料：福島県社会福祉課調べ（平成２０年３月末現在） 

ボランティア団体数

1,765

1,671

1,665

1,802

1,784

1,670

1,669

1,648

1,529

0 500 1,000 1,500 2,000

１９年

１８年

１７年

１６年

１５年

１４年

１３年

１２年

平成１１年

 
資料：福島県社会福祉課調べ（平成１９年１０月１日現在。平成１８年以前は各４月１日現在） 

      設置済 

只見町

檜枝岐村

南相馬市

相馬市

新地町

伊達市

国見町

桑折町

福島市

棚倉町

塙町

矢祭町

いわき市

広野町

楢葉町

富岡町

大熊町 双葉町

浪江町

田村市

川内村小野町

平田村

石川町中島村泉崎村

白河市 浅川町 古殿町

鮫川村

須賀川市

郡山市 三春町

本宮市

大玉村

葛尾村

飯舘村川俣町

二本松市猪苗代町

北塩原村

喜多方市

西会津町

湯川村

会津若松市

会津美里町

柳津町

三島町

金山町

会津坂下町

玉川村

鏡石町

矢吹町

天栄村

西郷村

昭和村

南会津町

下郷町

磐梯町
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[６] 保護援助を必要とする女性への支援           
       

女性のための相談支援センターや各保健福祉事務所などに配置している女性相談員は、夫婦間

の問題をはじめとする家庭の問題、経済問題等女性に関わる様々な相談に応じ、自立のための指

導などを行っています。近年は、ドメスティック・バイオレンス（夫や恋人など親しい男性からの女性へ

の暴力）による相談が多くなってきており、これらに対する相談援助体制の充実を図っていく必要が

あります。 

 
        女性相談業務の状況（来所相談、訪問相談、電話相談など） 

福祉事務所.

123件（2.5%）

その他. 520件

（10.6%）

医療機関. 36件

（0.7%）

警察関係. 60件

（1.2%）

他の相談機関. 99

件（2.0%）

本人自身.

4,077件

（83.0%）

本人自身

他の相談機関

福祉事務所

警察関係

医療機関

その他

 

その他. 242件

（5%）

本人の問題.

1,592件

（32%）

家庭の問題（夫等

の暴力）. 842件

（17%）

家庭の問題（夫等

の暴力以外）.

2,239件（46%）

家庭の問題（夫
等の暴力以外）
家庭の問題（夫
等の暴力）
本人の問題

その他

 

主訴別受付状況 

平成１９年度 

４，９１５件 

経路別受付状況 

平成１９年度 

４，９１５件 

資料：福島県児童家庭課調べ 
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[７] 生活保護を必要とする人への支援            
       

生活に困窮する人に対しては、速やかに必要な保護を行い、その生活を支援するとともに、被保

護世帯の自立助長を促進します。 

本県の被保護世帯及び人員は、近年、高齢化の進行、家族形態の変化、景気停滞等の影響を

受けて増加傾向にあることから、関係機関との連携を強化し、きめ細かな指導援助に努めていま

す。 

被保護世帯数と人員の推移

8,826
9,532

6,076 5,776 5,907

10,854

14,259

8,4668,482

11,116

9,666

16,264
17,120

19,093

10,970

12,617

15,013

14,697
13,531

11,709

10,168

9,0688,6118,3889,053
10,277

13,730

12,184

15,433

16,673
17,772

10,090
8,944

7,757
6,814

6,2336,573
7,690

8,8198,996
9,715

10,483
9,561

8,332
7,214

6,4686,0525,7715,954
6,258

6,961

8,5678,8949,170

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

昭5556 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

被保護人員

被保護世帯

 
資料：福祉行政報告例（厚生労働省統計情報部） 

保護率の推移（人口千対）

12.2 12.3 12.2

11.1

9.6

8.2

7.2 7.1 7.1
7.5

8.4

9.8

11.1
11.8

9.4

8.4
7.9

6.6

5.3
4.6

4.0 4.0 4.1
4.5

5.1

6.0

6.8
7.2

11.6

10.5

9.0

7.9

7.27.07.1
7.6

8.9

10.4

11.8
12.312.2

7.06.4

5.5

4.8
4.24.04.04.3

4.9

5.8

7.4

8.1
8.7

0

2

4

6

8

10

12

14

昭55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

単
位

（
％

）

保護率（全国）

保護率（福島県）

 
資料：福祉行政報告例（厚生労働省統計情報部） 
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県内市町村の保護率の分布（平成１９年３月３１日現在） 

 
 
 
 
 
 
 
（‰ 人口千人あたりの保護率） 

 
         ～３．９ 
 
      ４．０～５．９  
 
      ６．０～ 
 

 
 

資料：福島県社会福祉課作成 

 
 
 
 

 
福島県  ７．３‰ 

 

全 国 １２．０‰ 
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飯舘村 

伊達市 
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いわき市 
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富岡町 

鏡石町 
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小野町 
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浅川町 

中島村

泉崎村西郷村 
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飯野町 川俣町 

葛尾村 
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檜枝岐村 

南会津町 

下郷町 

三春町 
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昭和村 

柳津町 

三島町 

湯川村 
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喜多方市 

西会津町

猪苗代町

北塩原村

磐梯町 

会津若松市 
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[１] 次世代育成支援対策について      
 

 安心して子育てができるとともに、子どもが健やかに育つこ 
とができるよう、行政、企業、地域の様々な団体、高齢者等 

様々な世代など、社会全体で新たな支え合いによる子育ち・ 

子育てを支援していく体制づくりを進めることが重要です。 

このため、「社会全体での子育ち・子育ての支援」を理念と 

し、県民をあげて体制づくりを進めるため、“子育て支援を進 

める県民運動“を展開し、各種施策を総合的に推進します。 

 

 
次世代育成支援対策県行動計画の理念、目標及び基本方針 

 

 
  
                               出典：うつくしま子ども夢プラン 
 
 

６ 妊娠・出

産 ・子育て ・

子育ちを支え

る社会の推進 
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[２] 母子保健医療施策の推進                 

  ① 乳児死亡率 

      本県における乳児死亡率は、ここ数年、低下してきており、平成１７年においては全国平均を
下回るまで低下しました。今後も健康診査、保健指導、医療援護などを推進し、子どもを安心し

て産み、健やかに育てられるよう、支援を行っていきます。 

乳児死亡率（出生千対）
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単
位

（
人
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福島県
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資料：保健統計の概況（福島県保健福祉部） 

  ② 十代の人工妊娠中絶実施率 

      本県の１０代の人工妊娠中絶実施率は平成１４年度をピークに増加傾向を示していましたが、
その後、減少に転じているものの全国平均を大きく上回って推移しています。 

そのため、家庭、学校及び地域等と連携しながら、子どもの発達段階や知識に応じた個別相談

体制の充実と子どもたちをサポートする環境整備を行い、次代の親となる１０代の子どもたちの健

全な育成を図ります。 

十代の人工妊娠中絶実施率（１５歳以上２０歳未満女子人口千対）
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資料：保健統計の概況（福島県保健福祉部） 
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母子保健対策の体系 

実施 

機関 

 
思春期   結婚   妊娠      出生       1 歳  ２歳  ３歳   ４歳 ５歳 ６歳 

専

門

的

業

務

等 

●思春期相談事業 

 

 

 

 

 

    ●不妊専門相談事業 

       ●先天性代謝異常等検査事業 

       ●新生児聴覚検査普及事業 

       ●のびゆく子ども支援事業 

        ・交流、相談事業 

        ・訪問指導事業 

        

 

       ●未熟児の訪問指導 

 

●妊婦健康診査支援基金事業 

 
 
 
 
 
 
 
県 

医

療

助

成

等 

 

 

 

 

    ●特定不妊治療費 

助成事業 

●妊娠中毒症等援護事業 

       ●乳幼児医療費助成事業（入・通院とも 就学前まで） 

       ●養育医療給付事業 

       ●育成医療給付事業 

       ●療育医療給付事業 

       ●小児慢性特定疾患治療研究事業 

健

康

教

育 

●婚前学級・新婚学級 ●妊娠の届出及び母子健康手帳の交付 
    ●母親学級 
 
 

健

康

診

査 

 ●妊婦一般健康診査 ●乳幼児健康診査  ●１歳６か月児  ●３歳児健康診査 
 ・ＨＢｓ抗原検査            健康診査 
 ・超音波検査（必要に応じて） 
 ・ＨＣＶ抗体価検査（必要に応じて） 
 ・ＨＩＶ抗体価検査（必要に応じて） 
●妊婦精密健康診査 
 

保

健

指

導 

           ●新生児訪問指導 
 
●妊産婦保健指導・ 
 訪問指導 

市 

 

 

 

 

町 

 

 

 

 

村 
選

択

事

業 

  
 
 
 
 
 
 
 
          ●乳幼児医療費助成事業 
          ●小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業 
 
●妊産婦医療費助成事業 
 （一部の市町村） 

資料：福島県児童家庭課 

【次世代育成支援対策交付金事業】 
  ●乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 
  ●養育支援訪問事業 
  ●その他の事業 
   （「食育」の推進、家庭内等における子どもの事故防止対策の推進、思春期保健対策等の推進 等） 
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[３] 小児医療体制の充実                      
 

       本県の出生率は全国平均をわずかに上回っているが、出生率の低下が懸念されており、周産期

死亡率は概ね低下しております。 

今後も、危険度の高い妊婦をあらかじめ集中治療管理のできる施設に収容するなど、妊娠、出

産から新生児に至るまでの一貫した総合的な周産期医療システムを構築していきます。 

周産期死亡率等の推移
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資料：保健統計の概況（福島県保健福祉部） 

 
周産期医療システム体系図 

 
 

      資料：福島県医療看護課作成 

注釈： 

総合周産期母子医療センター： 

 母体・胎児集中治療管理室を含む産科病棟と新生児

集中治療管理室を含む新生児病棟を有し、重症妊娠中

毒症、切迫早産等で、妊娠、出産に影響を及ぼす危険

性の高い妊婦や低出生体重児等に対し高度な医療を行

うことができる医療施設を指す。（対象施設－県立医科

大学医学部附属病院） 

地域周産期母子医療センター： 

  産科及び新生児医療を担当する小児科等を備え、周

産期に係る比較的高度な医療行為が行える医療施設を

指す。（対象施設－財団法人大原綜合病院、財団法人太

田綜合病院附属太田西ノ内病院、独立行政法人国立病

院機構福島病院、財団法人竹田綜合病院、いわき市立

総合磐城共立病院） 

周産期医療協力施設： 

 周産期母子医療センター以外の施設で、異常のある

妊娠、分娩、新生児の治療管理を行う施設を指す。（対

象施設－財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院、財団法

人星総合病院、福島県厚生農業協同組合連合会白河厚

生総合病院、公立相馬総合病院） 
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[４] 子育て家庭への支援                       

  ① 保育所 

保育所は、仕事や病気などで乳幼児を保育することができない保護者の委託を受けて、日々乳

幼児を保育する施設です。近年は、保護者の就労形態の多様化などに伴い保育ニーズも多様化

しており、乳児保育のほか、延長保育、子育て家庭に対する相談活動など幅広い事業を行い子育

て家庭を支援していきます。 

 

                    保育所利用児童数の推移（各年４月１日現在） 

23,105 22,935 22,940 23,105 23,280 23,509
24,627

25,317
26,212

23,025

25,902
24,912

23,668
23,12523,25523,12523,06522,96522,980

25,311
24,772

22,659
21,11619,72618,97518,42018,08518,376

24,940

24,329

23,845

22,985

21,82320,26119,21818,64418,11618,276

286 285 285 286
287

288 288 288 288 289

286 286

292 292

301 301

310

313

304

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平
成
２
年

３
年

４
年

５
年

６
年

７
年

８
年

９
年
１０
年
１１
年
１２
年
１３
年
１４
年
１５
年
１６
年
１７
年
１８
年
１９
年
２０
年

270

275

280

285

290

295

300

305

310

315

320
定員

利用児童数

保育所数

 
                                                 資料：福島県児童家庭課調べ 

  ② 保育所入所待機児童 

保育所に入所を希望しながら入所することができない、保育所入所待機児童の解消に向け、

市町村と協力していきます。 

待機児童数の方部別内訳

南会津計（0人）,
0.0%

県南計（17人）,

9.5%

県中計（13人）,
7.3%

県北計（124人）,
69.7%

中核市計（0人）,

0.0%

相双計（24人）,

13.5%

 

待機児童数

計 １７８人

（H20.4.1 現在）

資料：福島県児童家庭課調べ 
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  ③ 地域子育て支援センター 

育児不安等についての相談指導や子育てサークルの育成・支援などを行い、地域全体の子育

て支援の拠点となる地域子育て支援センターを増やしていきます。 

 

                     地域子育て支援センター設置状況 
                                平成１９年       平成２２年目標（１００か所） 

         

              注釈：地域子育て支援センターの設置数の現状と目標値を表示しています。 

                                           資料：福島県子育て支援課調べ    

 

  ④ 一時保育 

家庭で子育てしている保護者の疾病、育児疲れ、パート就労などに対応するため、一時的に保

育が必要となった児童を受け入れる保育所を増やしていきます。 

 

                          一時保育実施状況 
                                平成１９年       平成２２年目標（５０％） 

         

              注釈：一時保育実施率（全保育所に占める一時保育・特定保育を実施している保育所の割合）の 

現状と目標値を表示しています。 

                                           資料：福島県子育て支援課調べ    

 

  ⑤ ひとり親世帯 

離婚の増加等により、ひとり親家庭は年々増加の傾向にあります。ひとり親家庭の親は、生計

の維持や子どもの養育に追われ、生活上の問題が生じやすいため、安定した生活が営めるよう、

総合的な自立支援対策を図っていく必要があります。 

ひとり親世帯数の推移

22,17121,56421,18220,56520,05118,280 19,83017,082
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資料：福島県児童家庭課調べ 

５８か所 
 

２５．７％ 
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  ⑥ ひとり親家庭への医療費助成 

ひとり親家庭の状況は様々ですが、一般世帯に比べて平均的に所得が低く、経済的に不安定

な状態にあります。所得の低いひとり親家庭の医療費の自己負担額の一部を公費で負担すること

により、ひとり親家庭の生活の安定、自立の促進を図っています。 

ひとり親家庭医療費助成事業補助実績

498,969481,147459,802413,696
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資料：福島県児童家庭課調べ 

  ⑦ 母子自立支援員 

母子自立支援員は各保健福祉事務所及び中核市に配置され、母子家庭等からの生活、養育

などの相談に応じ、自立に必要な指導、助言を行っています。 

母子自立支援員相談受付件数の推移
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資料：福島県児童家庭課調べ 
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  ⑧ 母子寡婦福祉資金貸付 

母子福祉資金、寡婦福祉資金は、母子家庭及び寡婦の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、安定した生活を営めるように資金の貸与を行う制度です。 

 

 母 子 福 祉 資 金 寡 婦 福 祉 資 金 

１４年度実績 １５年度実績 １６年度実績 １７年度実績 １８年度実績 １９年度実績 １４年度実績 １５年度実績 １６年度実績 １７年度実績 １８年度実績 １９年度実績 年度別 

資金別 件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 件数 金  額 

事業開始 2 3,150 4 7,225 1 2,830 1 2,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

事業継続 0 0 3 3,060 2 882 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1,000 1 1,200 

新規 108 47,056 119 50,796 119 49,237 110 53,096 80 35,927 72 34,501 4 2,268 4 1,889 4 2,871 3 1,740 3 1,188 2 585 修学 

継続 159 68,392 166 71,591 182 84,228 190 85,066 180 84,578 134 62,715 7 5,082 8 5,136 4 3,414 6 5,022 4 3,498 3 1,716 

新規 6 2,415 2 256 2 720 1 600 3 1,058 1 24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 技能 

習得 継続 2 1,075 1 600 0 0 2 720 1 600 2 756 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

新規 10 3,211 8 2,841 14 5,687 14 5,481 11 3,556 10 3,617 1 600 0 0 2 930 0 0 0 0 1 600 修業 

継続 3 1,680 6 2,778 4 1,404 4 1,849 4 2,154 0 0 1 282 1 204 1 102 0 0 0 0 0 0 

就職支度 2 200 3 670 4 620 1 100 3 480 4 728 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

医療介護 3 485 0 0 1 300 1 150 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

新規 12 3,219 12 3,572 10 3,720 8 2,518 7 3,175 5 1,312 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 生活 

継続 6 922 3 650 5 804 2 1,908 1 600 1 960 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

住宅 0 0 1 280 0 0 0 0 0 0 2 3,000 2 1,581 0 0 0 0 0 0 1 1,500 1 1,500 

転宅 4 446 6 1,355 10 1,871 1 222 1 120 3 387 0 0 0 0 0 0 0 0 1 228 0 0 

結婚 0 0 0 0 0 0 0 0 0. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

就学支度 89 20,908 87 20,452 102 27,876 82 21,213 73 18,908 77 24,239 3 1,072 0 0 1 260 1 590 1 85 1 347 

児童扶養 1 56 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

特例児童扶養 1 70 2 98 2 96 2 105 1 36 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 408 153,285 423 166,224 458 180,275 419 175,028 365 151,192 311 132,239 18 10,885 13 7,229 12 7,577 10 7,352 11 7,499 9 5,948 

 

資料：福島県児童家庭課調べ 
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[５] 子育てと仕事の両立支援                  

  ① 乳児保育、延長保育 

核家族化の進行やライフスタイルの多様化、共働き家庭の一般化等に伴い、様々な保育サービ 

スが求められており、利用者の視点に立った保育サービスの充実を図っていく必要があります。 

 

                          乳児保育実施状況 

 
平成２０年    平成２２年目標（９３．８％） 

７０．０％ 
 

          注釈：乳児保育実施率＝乳児保育を実施する保育所の割合 

 

                          延長保育実施状況 

 
平成２０年  平成２２年目標（７０％） 

６３．３％ 
 

注釈：延長保育実施率＝１１時間の開所時間の前後において保育時間を延長して保育を行う保育所の割合 

 

                                               資料：福島県子育て支援課調べ 

 

  ② 放課後児童クラブ 

昼間保護者が家庭にいない主に小学生低学年児童等に生活の場を提供する放課後児童クラ

ブのニーズが高まっています。地域の実情に応じた放課後児童クラブの設置を進めます。 

 

放課後児童クラブ数及び放課後児童クラブ設置率
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資料：福島県子育て支援課調べ 
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福島県の位置（入院・通院ともに修学前まで） 

  ③ 児童手当の支給 

家庭における生活の安定と児童の健全育成や資質向上を図るため、小学校修了前の児童を

養育し、所得が一定額未満の方に児童手当を支給しています。 

・３歳以上小学校修了前の児童（１２歳到達後最初の年度末までの児童） 

・支給額 第１子・第２子 月額５，０００円（３歳未満の児童 一律１０，０００円） 

第３子以降 児童１人につき月額１０，０００円 

本県の児童手当支給の現状
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資料：児童手当事業年報 

  ④ 乳幼児医療費の助成 

年齢の小さい子どもを持つ家庭では、子どもの疾病などで医療機関を受診する機会も多く、医

療費の負担が大きくなっています。本県では、乳幼児を持つ家庭の医療費負担を軽減し、安心し

て医療が受けられるよう、対象年齢を入院・通院ともに就学前までとしています。 

 

                      乳幼児医療費助成事業の対象年齢別都道府県数 

中卒                                                                   １ 

小卒 

小３                                                   ２ 

         ８ 

６                                       １ 

 

就学前                                                         １        ２ 

         ５                          ２ 

４                              １ 

３                 １               ６ 

         ２            １                   ５                        １        １ 

 

０       ２   ３       ５  就学前     ６   ８  （小３）   小卒     中卒 

注釈：○の内外の数字は都道府県の数                               

資料：福島県児童家庭課調べ 

 

２２ 

入院の対象年齢

通

院

の

対

象

年

齢 
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[６] 子どもの健全育成の推進                    

  ① 児童館・児童センター 

児童館・児童センターは、地域の児童健全育成の拠点として、すべての児童を対象とした各種

活動を実施しています。 

 

                 児童館・児童センター設置状況 

 

                         （平成２０年４月１日現在）（休館中を除く） 

市町村名 設置数 市町村名 設置数 市町村名 設置数 

福島市 ５ 鏡石町 １ 大熊町 ２ 

二本松市 ２ 石川町 １ 双葉町 １ 

郡山市 １ 三春町 １ 浪江町 １ 

須賀川市 ３ 小野町 １ 新地町 １ 

白河市 ２ 田村市 ６   

会津若松市 ４ 西郷村 ２   

喜多方市 ７ 泉崎村 １   

相馬市 ２ 磐梯町 １   

南相馬市 ５ 猪苗代町 １   

いわき市 ３ 会津美里町 １   

桑折町 １ 檜枝岐村 １   

伊達市 ３ 広野町 １   

本宮市 ２ 富岡町 ３ 合  計 ６６ 

資料：福島県子育て支援課調べ 

 

  ② 地域組織活動 

地域組織は、母親の連帯組織（母親クラブ）など、児童健全育成に寄与する自主的な団体であ

り、児童の事故防止のための奉仕活動、家庭養育に関する研修活動、キャンプやレクリエーション

活動、読書会などの親子及び世代間交流などを地域の実情に応じて行っています。 

 

                 児童館・児童センター設置状況  

 

（平成２０年４月１日現在） 

                        

資料：福島県子育て支援課調べ 

市町村名 設置数 市町村名 設置数 

郡山市 １ 本宮市 ７ 

須賀川市 ２ 三春町 １ 

白河市 ５ 北塩原村 ２ 

田村市 ５ 猪苗代町 ６ 

会津若松市 ３ 双葉町 １ 

喜多方市 １４ 浪江町 １ 

相馬市 １   

南相馬市 ７   

いわき市 ８   

桑折町 １ 合  計 ６５ 
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[７] 子どもの権利擁護の推進                    

  ① 児童相談所 

児童や家庭を取り巻く環境は、少子化の進行、共働き家庭の一般化、地域社会の人間関係の

希薄化等に伴って大きく変化しており、それによって、家庭や子どもに関する不安や悩みは増加し

ています。児童相談所では、これらの相談を受け、子どもやその保護者等への相談援助活動を行

っています。 

 

児童相談所相談受付件数の推移 

区  分 県 全 体 中央児相 県中児相 会津児相 浜児相 全  国 
平成７年度 ４，５３５ ２，８３４ － ７２７ ９７４ ３１２，９８７

平成８年度 ４，７３１ ２，７７１ － ７５５ １，２０５ ３１７，４５５

平成９年度 ４，３６７ ２，４９１ － ７０７ １，１６９ ３２６，５１５

平成１０年度 ４，７２０ ２，７９２ － ７１３ １，２１５ ３３６，２４１

平成１１年度 ４，７９０ ２，８８５ － ６４５ １，２６０ ３４７，８３３

平成１２年度 ５，３７０ ３，３８６ － ７０５ １，２７９ ３６２，１４２

平成１３年度 ６，１８５ ３，９９８ － ８２２ １，３６５ ３８２，０９４

平成１４年度 ６，４７７ ４，２００ － ７６８ １，５０９ ３９８，５３７

平成１５年度 ５，４３１ ３，４１２ － ７５９ １，２６０ ３４４，５９４

平成１６年度 ５，３３９ ３，２９０ － ７４８ １，３０１ ３５２，６１４

平成１７年度 ４，９１０ ３，０３３ － ６７４ １，２０３ ３４９，８７５

平成１８年度 ５，４２２ ３，１６２ － ８９７ １，３６３ ３８０，９６１

平成１９年度 ５，６２２ １，９５０ １，５６５ ９５７ １，１５０  
前年比 103.70% 61.70%  106.70% 84.40%  

資料：福島県児童家庭課調べ 

 

児童相談所における相談内容別受付状況（平成１９年度）
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資料：福島県児童家庭課調べ 
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  ② 児童虐待防止 

平成１２年に「児童虐待の防止等に関する法律」が施行されましたが、児童虐待は子どもの健

やかな成長を妨げるばかりでなく、長期間にわたって心身に悪い影響を与え、最悪の場合は尊い

生命にも関わる十題な問題です。こうした児童虐待を防止するため、各種施策を総合的に推進す

る必要があります。 

児童虐待相談受付件数の推移

383323
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資料：福島県児童家庭課調べ 

  ③ 里親制度 

子どもは親のもとで育てられることが最も望ましいことですが、親の家出、病気、虐待など様々

な事情により両親と一緒に生活することができない子どもがいます。 

こうした家庭環境に恵まれない子どもを一般の家庭に引き取り、温かい愛情と家庭的な雰囲気 

の中で養育するのが里親制度です。 

里親の状況（各年１２月１日現在）
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資料：福島県児童家庭課調べ 
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[１] 高齢者の生きがいづくりと 

            社会参加の促進      
 

 県民の４人に１人が高齢者という時代を迎えています。 
県では、高齢者の活動の場として大きな役割を果たしている 

老人クラブへの支援やイベントを開催するなどして、高齢者の 

生涯を通じた生きがいづくりと社会参加を促進しています。 

 

老人クラブ会員数と加入率の推移

181,057 178,534
173,691 169,447

162,459
155,593

149,242
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                              資料：福島県老人クラブ連合会調べ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

７  高齢者

が 心 豊 か に

暮らせる社会

の推進 
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[２] 地域包括ケアシステム及び地域支援事業の推進   
   
      誰もが住み慣れた地域で尊厳あるその人らしい生涯を送るためには、介護、医療サービスなど個別のサービスを利用できるばかりでなく、地域ぐるみで高

齢者の生活を支える体制の整備が必要とされています。 

このため、地域包括支援センターを拠点として「地域包括ケアシステム」の構築を推進します。 

 
                   地域包括支援センター（地域包括ケアシステム）のイメージ 
 
 

         行政機関、保健所、医療機関、児童 
                                                               相談所など必要なサービスにつなぐ  
 

 
    ●日常的個別指導・相談 

    ●支援困難事例等への指導・助言 

    ●地域でのケアマネジャーのネット 

     ワークの構築 

    
   多職種協働・連携の実現                                      

    
                                                             主治医 

 

 

被保険者

虐待防止虐待防止・早期発見、権利擁護

総合相談・支援事業

多面的（制度横断的）支援の展開

介護サービス ボランティア

ヘルスサービス

民生委員

成年後見制度

介護相談員

医療サービス

地域権利擁護

包括的・継続的マネジメント事業 

介護予防マネジメント事業

●アセスメントの実施 

 

●プランの策定 

 

●事業者による事業実施 

 

●再アセスメント 

長

期

継

続

ケ

ア

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト 

社会福祉士

主任介護支援専門員 保健師等 

●センターの運営支援、評価 

●地域資源のネットワーク化 

●中立性の確保 

●人材確保支援 

予

防

給

付

・

介

護

予

防

事

業 

支 援 マネジメント 

地域包括支援センター 

居宅介護支援事業所へ

委託する場合もあり。 

包括的支援事業の円滑な実施、セン

ターの中立性・公正性の確保の観点

から、地域の実情を踏まえ、選定。 

チームアプローチ 
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また、要支援・要介護になるおそれのある高齢者に対して、効果的な介護予防を実施するため、地域支援事業を推進します。 

 

                          予防重視型システム（全体概要） 

                 

 

 

 

（介護予防事業） 

例）運動機能向上教室 

例）介護予防訪問介護 

介護予防通所介護 など 

例）訪問介護  通所介護 

訪問看護  介護老人福祉施設 など 

要 支 援 １～２ 要 介 護 １～５ 
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[３] 在宅介護サービスの充実                     
 

       在宅の高齢者が、介護や支援が必要な状態に陥っても引き続き安心して生活ができるよう、十

分な介護サービスを受けられるようにする必要があります。 

  ① ホームヘルプサービス（訪問介護） 

ホームヘルプサービスは、要介護（要支援）高齢者のいる家庭に対して訪問介護員（ホームヘル

パー）を派遣し、食事、入浴、排泄等の身体介護サービスや掃除、買い物等の家事援助サービスを

行うものです。 

週間ホームヘルプサービス利用回数（高齢者千人当たり）
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  ② デイサービス（通所介護） 

デイサービスは、要介護（要支援）高齢者をリフトバス等によりデイサービスセンター等に送迎し、

生活指導、日常動作訓練、入浴サービス、給食サービスを提供することにより、高齢者の社会的

孤立感の解消、心身機能の維持向上等を図り、介護者の身体的・精神的負担軽減を図るもので

す。 

週間デイサービス利用回数（高齢者千人当たり）
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資料：福島県高齢福祉課調べ 

資料：福島県高齢福祉課調べ 
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  ③ ショートステイ（短期入所生活介護） 

ショートステイは、要介護（要支援）高齢者の介護者がその高齢者を一時的に介護できない場合

に、その高齢者が特別養護老人ホームや養護老人ホーム等に短期間入所することにより、家族介

護者の負担を軽減し、要援護（要支援）高齢者及びその家族介護者の福祉の向上を図るもので

す。 

週間短期入所生活介護
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資料：福島県高齢福祉課調べ 

 

  ④ 主な在宅介護サービスの１週間当たりの利用状況 

 

平成１９年度 計画見込み量 平均利用実績 見込み量比 

訪問介護（一週間当たりの利用日数） 68,002 48,007 70.6%

訪問入浴介護（一週間当たりの利用日数） 2,420 2,112 87.3%

訪問看護（一週間当たりの利用日数） 6,176 5,858 94.9%

訪問リハビリテーション（一週間当たりの利用日数） 146 267 182.9%

通所介護（一週間当たりの利用日数） 28,979 32,293 111.4%

通所リハビリテーション（一週間当たりの利用日数） 13,065 13,336 102.1%

短期入所生活介護（一週間当たりの利用日数） 9,709 10,813 111.4%

短期入所療養介護（一週間当たりの利用日数） 4,445 3,653 82.2%

       ※ それぞれ介護予防サービスを含む。 

資料：福島県高齢福祉課調べ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 68 -

[４] 施設介護サービスの充実                      
 

本県の介護老人福祉施設、介護老人保健施設は、入所を希望する方が急激に増加する傾向

等にあることから、第四次県高齢者保健福祉計画・第三次県介護保険事業支援計画（平成１８

年３月策定）に基づき、引き続き整備促進を図ります。 

介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型医療施設の定員数
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                        資料：第四次福島県高齢者保健福祉計画等（福島県保健福祉部） 
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[５] 認知症高齢者の総合的支援                  

  ① 認知症高齢者グループホーム 

認知症高齢者グループホームの整備については、後期高齢者（７５歳以上の高齢者）の増加と

相まって認知症高齢者の数も増加することが予想されることから、県は市町村の整備計画策定

及び計画的整備に際し助言を行うなど支援していく必要があります。 

認知症高齢者グループホームの整備数（ユニット数）
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資料：第四次福島県高齢者保健福祉計画等 

 

  ② 認知症介護研修 

認知症高齢者の生活の質を確保するためには、入所施設等の整備と共に介護者の技術の向

上が重要となります。 

 

                        認知症介護研修終了者数 

年度 

昭和63年

～平成 9

年度 

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

累計 
600 672 734 844 1,067 1,328 1,579 1,895 2,285 2,928 3,593

修 了

者数 
600 72 62 110 223 261 251 316 390 643 665 

注釈：平成 13 年度から平成 16 年度までは認知症介護指導者養成研修・認知症介護実務者研修（専門課程及び基礎課程）として

実施。 

    平成 17 年度は認知症介護指導者養成研修・認知症高齢者グループホーム管理者研修・認知症介護実践研修（実践リーダー

研修・実践者研修）として実施。 

    平成 18 年度から認知症介護指導者養成研修・認知症対応型サービス事業管理者研修・小規模多機能型サービス等計画作成

担当者研修・認知症介護実践研修（実践リーダー研修・実践者研修）・認知症対応型サービス事業開設者研修として実施。 

                            

                                              資料：福島県高齢福祉課調べ 
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[６] 介護保険制度の円滑な運営                   

  ① 要介護（要支援）認定 

介護保険の被保険者が介護給付を受けるためには、市町村において「要介護者」又は「要支援

者」の認定を受ける必要があります。介護保険制度の円滑な運営のためには、公正・公平な要介

護認定の確保が不可欠であることから、県ではこれに関わる介護認定審査会委員や認定調査員

等の資質向上に向けた指導・研修事業を実施しています。 

 

要介護（要支援）認定者数
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資料：介護保険事業状況報告（厚生労働省老健局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 
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（人） 

 区分 要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

第 1号被保険者 1,671 2,568 0 2,828 3,534 3,065 2,551 2,492 18,709

第 2号被保険者 38 86 0 75 158 135 86 117 695

総数 1,709 2,654 0 2,903 3,692 3,200 2,637 2,609 19,404

県

北 

構成比 8.8% 13.6% 0.0% 14.9% 19.0% 16.4% 13.5% 13.4% 100.0%

第 1号被保険者 1,767 2,658 0 2,720 3,298 2,768 2,234 2,123 17,568

第 2号被保険者 31 140 0 96 169 86 67 84 673

総数 1,798 2,798 0 2,816 3,467 2,854 2,301 2,207 18,241

県

中 

構成比 9.8% 15.3% 0.0% 15.4% 19.0% 15.6% 12.6% 12.0% 100.0%

第 1号被保険者 471 833 0 396 882 788 860 741 4,971

第 2号被保険者 14 43 0 11 24 40 21 18 171

総数 485 876 0 407 906 828 881 759 5,142

県

南 

構成比 9.4% 17.0% 0.0% 7.9% 17.6% 16.1% 17.1% 14.7% 100.0%

第 1号被保険者 1,195 2,044 0 1,876 2,217 1,877 1,675 1,421 12,305

第 2号被保険者 18 59 0 36 69 65 53 66 366

総数 1,213 2,103 0 1,912 2,286 1,942 1,728 1,487 12,671

会

津 

構成比 9.5% 16.5% 0.0% 15.0% 18.0% 15.3% 13.6% 11.7% 100.0%

第 1号被保険者 230 217 0 208 276 239 193 241 1,604

第 2号被保険者 3 9 0 5 10 5 5 9 46

総数 233 226 0 213 286 244 198 250 1,650

南

会

津 
構成比 14.1% 13.6% 0.0% 12.9% 17.3% 14.7% 12.0% 15.1% 100.0%

第 1号被保険者 741 757 0 824 1,209 1,208 1,111 1,113 6,963

第 2号被保険者 13 27 0 19 71 48 33 30 241

総数 754 784 0 843 1,280 1,256 1,144 1,143 7,204

相

双 

構成比 10.4% 10.8% 0.0% 11.7% 17.7% 17.4% 15.8% 15.8% 100.0%

第 1号被保険者 1,051 2,000 0 1,897 2,403 2,274 2,016 1,746 13,387

第 2号被保険者 7 51 0 66 125 107 82 71 509

総数 1,058 2,051 0 1,963 2,528 2,381 2,098 1,817 13,896

い

わ

き 
構成比 7.6% 14.7% 0.0% 14.1% 18.1% 17.1% 15.0% 13.0% 100.0%

第 1号被保険者 7,126 11,077 0 10,749 13,819 12,219 10,640 9,877 75,507

第 2号被保険者 124 415 0 308 626 486 347 395 2,701

総数 7,250 11,492 0 11,057 14,445 12,705 10,987 10,272 78,208

県

計 

構成比 9.2% 14.6% 0.0% 14.1% 18.4% 16.2% 14.0% 13.1% 100.0%

注釈：１「第1号被保険者」＝65歳以上の人 「第2号被保険者」＝40歳以上65歳未満の医療保険加入者 

   ２「要介護」とは、日常生活の基本的動作の全部又は一部について継続して常時介護を必要とする状態であり、

介護の必要の程度により要介護１から５の５区分に分かれる。 

    また、「要支援」とは、要介護状態までではないが、継続して日常生活を営むのに支障があり、支援を必要と

する状態であり、要支援１、２の区分に分かれる。 

 

資料：介護保険事業状況報告（厚生労働省老健局） 
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  ② 介護サービス提供事業者の指定 

介護保険制度においては、原則として県が指定した事業者がサービスを提供することとされて

おり、県ではサービスの種別ごとに定められた基準を満たす事業者の指定を行っています。 

 
１）居宅サービス事業者                       （平成２０年１月１日現在） 

左  の  内  訳  

指
定
居
宅
介
護
支
援 

居
宅
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事
業 

訪
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介
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訪
問
看
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訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン 

居
宅
療
養
管
理
指
導 

通
所
介
護 

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン 

短
期
入
所
生
活
介
護 

短
期
入
所
療
養
介
護 

特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護 

福
祉
用
具
貸
与 

福
祉
用
具
販
売 

合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計 

県北 123 374 92 15 29 2 3 72 31 34 19 6 39 32 497

県中 132 432 97 15 32 2 4 86 31 35 21 1 54 54 564

県南 42 122 33 10 9 1 1 20 8 10 5 2 12 11 164

会津 74 263 67 10 17 2 62 17 21 18 2 26 21 337

南会津 13 41 6 2 4 7 3 5 2  6 6 54

相双 57 167 42 14 14 27 7 13 9  22 19 224

いわき 133 370 132 10 15 1 2 86 29 16 16 5 30 28 503

合計 574 1,769 469 76 120 6 12 360 126 134 90 16 189 171 2,343

注釈：介護保険法第７１条のみなし指定となる医療機関等は除く。 

 
 
２）介護保険施設                                                （平成２０年１月１日現在） 

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設 ３施設合計  

事業者数 定員数 事業者数 定員数 事業者数 定員数 事業者数 定員数 

県北 ３１ ２，１１９ １７ １，７０５ ４ ８４ ５２ ３，９０８

県中 28 １，７９０ １３ １，２４４ ９ ３２５ ５０ ３，３５９

県南 9 ６５０ ４ ４００ ４ ６３ １７ １，１１３

会津 19 １，３２０ １２ １，２４０ ６ ２２５ ３７ ２，７８５

南会津 5 ２５０ ２ １２０ ０ ０ ７ ３７０

相双 13 ９９０ ７ ６５８ ２ ３１ ２２ １，６７９

いわき 14 １，１３０ １０ １，０６８ ７ １７６ ３１ ２，３７４

合計 １１９ ８，２４９ ６５ ６，４３５ ３２ ９０４ ２１６ １５，５８８

 
資料：福島県介護保険室調べ 

 

  ③ 介護保険給付 

介護保険の保健サービスに係る費用は、９割が保険給付され、原則１割が利用者の自己負担

となります。 

保険給付に係る費用の半分は公費負担として国（２０ないし２５％）、県（１２．５％ないし１７．

５％）、市町村（１２．５％）が負担し、残りの半分が第 1 号被保険者、第 2 号被保険者の保険料

で負担します。 
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                      平成１９年度種類別介護給付費 

分類 区分 種類 金額（円） 金額（百万円） 構成比（％）

訪問介護 8,385,191,293 8,385 8.1%

訪問入浴介護 1,219,624,985 1,220 1.2%

訪問看護 2,017,062,132 2,017 2.0%

訪問リハビリテーション 55,803,921 56 0.1%

通所介護 10,678,929,567 10,679 10.4%

通所リハビリテーション 4,777,269,031 4,777 4.6%

福祉用具貸与 2,488,544,801 2,489 2.4%

介護予防訪問介護 1,155,960,540 1,156 1.1%

介護予防訪問入浴介護 3,592,080 4 0.0%

介護予防訪問看護 105,399,171 105 0.1%

介護予防訪問リハビリテーション 10,349,901 10 0.0%

介護予防通所介護 2,038,790,262 2,039 2.0%

介護予防通所リハビリテーション 938,365,199 938 0.9%

訪問通所 

介護予防福祉用具貸与 55,826,577 56 0.1%

短期入所生活介護 4,514,048,831 4,514 4.4%

短期入所療養介護 1,706,826,622 1,707 1.7%

介護予防短期入所生活介護 67,943,970 68 0.1%

居宅サービス 

短期入所 

介護予防短期入所療養介護 23,439,805 23 0.0%

居宅療養管理指導 235,201,480 235 0.2%

介護予防居宅療養管理指導 12,372,210 12 0.0%

特定施設入居者生活介護 934,307,904 934 0.9%

介護予防特定施設入居者生活介護 114,148,520 114 0.1%

居宅介護支援 4,530,819,484 4,531 4.4%

介護予防支援 565,584,300 566 0.5%

福祉用具購入費 174,286,697 174 0.2%

介護予防福祉用具購入費 39,715,157 40 0.0%

住宅改修費 339,291,655 339 0.3%

介護予防住宅改修費 146,984,676 147 0.1%

 

その他 288,781,222 289 0.3%

認知症対応型通所介護 1,068,830,241 1,069 1.0%

小規模多機能型居宅介護 507,925,809 508 0.5%

認知症対応型共同生活介護 5,538,494,281 5,538 5.4%

介護予防認知症対応型通所介護 11,015,343 11 0.0%

介護予防小規模多機能型居宅介護 10,464,381 10 0.0%

介護予防認知症対応型共同生活介護 51,265,980 51 0.0%

地域密着型介護老人福祉施設 8,121,339 8 0.0%

地域密着型サービス 

その他 1,309,750 1 0.0%

介護老人福祉施設 22,184,926,381 22,185 21.5%

介護老人保健施設 17,317,912,440 17,318 16.8%

介護療養型医療施設 3,309,205,388 3,309 3.2%

施設サービス 

その他 3,742,866,638 3,743 3.6%

高額介護サービス費 高額介護サービス費 1,420,245,916 1,420 1.4%

審査支払手数料 審査支払手数料 156,940,380 157 0.2%

    

計 102,953,986,260 102,954 

 



 - 74 -

                                 

[１] 自立の支援と社会参加の促進      
 
  ① 障がい者福祉の背景と経済的支援の充実 

 

◆身体障がい者・・・本県の身体障がい者手帳交付者数は、 

平成１９年４月１日現在で 89,757 人 

となっており年々増加していますが、18 

歳未満の児童については横這い若しく 

は減少傾向にありましたが、１８、１９年 

は、若干増加しています。 

◆知的障がい者・・・本県の療育手帳交付者数は、平成１８年 

４月１日現在で 12,686 人となっており、年々年増加しています。 

◆精神障がい者・・・平成１９年６月末現在、精神科病院で治療を受けている精神障がい者数は、

31,259 人で、入院患者は減少してきていますが、通院患者は増加しています。

このような状況を踏まえ、健康保持と福祉増進のため医療費の自己負担の軽

減や、生活能力の向上を図るための補装具費等を通じて、障がい者に対する

経済的支援の充実を図っています。 

 

 

身体障がい者数の推移
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                               資料：福島県障がい福祉課調べ 
 
 
 
 
 
 

８ 障がい者
が自立し社会

参加できる社

会の推進 
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療育手帳交付者数の推移
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                               資料：福島県障がい福祉課調べ 
 
 

精神障がい者数の推移
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    注釈：精神科病院に入院・通院をしている人の数 
                               資料：福島県障がい福祉課調べ 
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  ② 地域での生活支援の充実 
障がい者が自ら望む地域に居住し、自立した日常生活や社会生活を営むためには、身近な地域

での総合的な相談支援体制の充実が重要となります。 

障害者自立支援法により、県は広域的・専門的な相談支援機能を担うことになるため、身近な相

談窓口の実施主体となる市町村を中心に、各相談支援機関が連携し合う体制を確立し、その機能

強化を図りながら、地域での生活支援の充実に努めていきます。 

 

障がい者総合福祉センター（身体部門）における相談内容
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保健所における精神保健福祉相談内容
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                               資料：福島県障がい福祉課調べ 
 
 
  ③ 社会参加の促進 

障がい者の社会参加促進のためには、障がい者スポーツ、レクリエーションなどにより心身の健康

増進を図っていくほか、芸術活動などの文化活動や国際交流等を通じて広い視野と目標を持って、

いきいきとした生活が送れるよう支援していく必要があります。 

県では、障がい者スポーツ指導員の養成、スポーツ教室の開催、点字図書等の無料貸出しなどを

行っています。 
 

 
平成１９

年度 

平成１９

年度 

 
平成１９

年度 

平成１９

年度 
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福島県障がい者スポーツ指導員登録者数の推移
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                               資料：福島県障がい福祉課調べ 
 

点字図書等貸出数の推移
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      注釈：図書等には点字図書、録音図書（テープとデイジー図書）を含む。 

 
                               資料：福島県障がい福祉課調べ 
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[２] 在宅福祉サービスの充実                  
   
      障がい者（児）が地域の一員として、地域とともに生活をしていくためには、ニーズに合った在宅

生活支援のサービスを受けられることが必要です。このため居宅介護（ホームヘルプ）、共同生活援

助（グループホーム）などの在宅サービスや相談支援体制の充実を図ります。 

 

  ① 居宅介護等 
障がい者（児）が居宅において日常生活を営むことができるよう、障がい者（児）の家庭等にホー

ムヘルパーを派遣し、日常生活の世話を行います。 

居宅介護等指定障がい福祉サービス事業所数
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                               資料：福島県障がい福祉課調べ 
 

  ② 児童デイサービス 
障がい児が日常生活における基本動作を習得し、集団生活に適応することができるよう障がいの

状況や生活環境に応じて適切で効果的な指導や訓練を行います。 

児童デイサービス事業所数
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                               資料：福島県障がい福祉課調べ 



 - 79 -

  ③ 共同生活援助（グループホーム）及び共同生活介護（ケアホーム） 
障がいのある人たちを地域に受け入れ、「ともに活きていく」というノーマライゼーションの考え方に

基づくグループホームは年々増加傾向にあります。なお、障害者自立支援法により重度の障がいを

対象としたケアホームの整備も進んでいます。 

知的障がい者及び精神障がい者グループホーム数
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注釈：知的障がい者グループホーム数には知的障がい者地域生活ホーム数を含む。 

 
                               資料：福島県障がい福祉課調べ 
 

  ④ 相談支援 
障がい者（児）の生活全般についての相談に応じ、障害福祉サービスの利用援助や社会資源活

用のための支援を行います。 
 

相談支援事業所数
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                               資料：福島県障がい福祉課調べ 
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  ⑤ 福島県障がい児（者）地域療育等支援事業 
障がい児（者）の地域における生活を支えるため、市町村の相談支援体制を整備し、身近な地域

で専門的な療育指導や相談支援が受けられる支援体制を確保するとともに、各種関係機関と連携

を図ることによって障がい児（者）や家族の福祉の向上を目指します。 

    実施施設では相談支援アドバイザーを配置し、市町村の相談支援体制整備への助言や指導によりネ

ットワーク構築を行うほか、発達障がいなど市町村の相談支援体制が未整備な相談や広域的な支

援、高度な支援を要する相談に直接従事します。また、地域における医師、理学療法士、言語聴覚

士、作業療法士、心理士等の療育の専門家を活用することによって地域の障がい児（者）や家族、

支援機関に対して各種の相談、療育支援に応じます。 
 

福島県障がい児（者）地域療育等支援事業（県内
実施施設１０ヵ所）相談件数
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                               資料：福島県障がい福祉課調べ 
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[３] 施設福祉サービスの充実                     
 

      ノーマライゼーション理念の定着に伴い、これまでの施設入所や入院医療中心の考え方から、身

近な地域の中で生活するという考え方に移行してきています。 

このような状況を踏まえ、地域で暮らすための日中活動の場を提供する施設整備に努めるととも 

に、障がい者が地域生活へ移行できるよう、実践的な取組みを進めていく必要があります。なお、障

害者自立支援法により従来の身体障害者福祉法、知的障害者福祉法及び精神保健及び精神障

害者福祉に関する法律に基づき設置された施設（旧法施設）は平成２３年度末までに障がい福祉サ

ービス事業所等新しいサービス体系に移行する必要があるため、その円滑な移行を促進していきま

す。 
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                               資料：福島県障がい福祉課調べ 
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[４] 雇用と就労の促進                       
 

経済環境が変化し、障がい者を取り巻く雇用環境が厳しさを増している中、事業主等に対し障が

い者雇用に関する一層の普及啓発を図りながら、障がい者の意欲と能力に応じた雇用の場の確保

と職業生活における自立を促進する必要があります。（平成１９年度末現在 ハローワーク登録者の

うち就業者数 5,855 人（身体 3,608 人、知的 1,967 人、精神 272 人、その他 8人） 

また、通常の事業所で雇用されることが困難な障がい者に対しては、能力や適性に応じた就労の

場を確保する必要があります。 

障害者自立支援法により、福祉的就労の場を提供してきた授産施設等は新体系へ移行すること

から、この円滑な移行を促進し、新体系サービスの拡充に努めていきます。 

 

授産施設等定員数（各年４月１日）
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                               資料：福島県障がい福祉課調べ 
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[１] サービス総合化の 

システムの確保      
 
 社会福祉事務所と保健所の統合 

保健と福祉の連携を強化し、県民サービスの向上を図るため 

  平成１４年４月１日に県の社会福祉事務所と保健所を統合し、 

新たに保健福祉事務所を設置しました。保健福祉事務所は、 

地域の総合的な保健・医療・福祉行政の拠点となっています。 

 

保健福祉事務所の組織及び主な業務 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 南会津保健福祉事務所は健康増進グループを設置せず、その業務を保健福祉グループにおいて担当しています。

また、グループ内でのチーム制をとっておりません。 

※ 保健福祉事務所は地域保健法による保健所を兼ねることになります。 

 

９   保健・ 
医療・福祉 

のさらなる 

推進 

所 

 

長 

副

所

長 

生活衛生部 

健康福祉部 

総務企画部 

地域支援課 

総務課 

保健福祉課 

衛生推進課 

生活保護課 

健康増進課 

医療薬事課 

企画調整、研修、統計、地域保健福祉、法人監査 

総務、庶務、戦傷病者等援護 

（高齢者支援チーム） 

 介護保険、高齢者保健福祉、高齢社会対策、施設監査

（児童家庭支援チーム） 

 児童福祉、母子保健、女性保護、ひとり親家庭支援、

子育て支援、施設監査 

 

（障がい者支援チーム） 

 身体障がい者福祉、知的障がい者福祉、精神保健福祉、

施設監査 

（環境衛生チーム）生活環境衛生、水道 

（食品衛生チーム）食品衛生、動物愛護 

生活保護 

健康づくり推進、歯科保健、栄養食生活、難病対策、 

原爆被爆者対策 

（医事薬事チーム）医事、薬事、献血、骨髄バンク 

（感染症予防チーム）結核、感染症、エイズ対策 

児童相談所（相談室）
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[２] 地域リハビリテーションの推進                  
   
      高齢者が寝たきり状態になることを予防するためには、高齢者それぞれの状態に応じた適切なリ

ハビリテーションが提供されることが必要です。 

加えて、障がいを持つ方や高齢者が閉じこもり状態となったり、老化に伴う心身機能の低下とと

もに寝たきり状態となったりすることを予防し、住み慣れた地域で、生涯にわたりいきいきとした生活

を送ることができるよう、保健・医療・福祉の関係者のみならず、ボランティア等の地域における住民

が参画して行う、いわゆる地域リハビリテーションが適切に行われることも重要です。 

このため、高齢者・障がい者の様々な状況に応じたリハビリテーション事業が、適切かつ円滑に提

供される体制の整備を図っていく必要があります。 
 

福島県地域リハビリテーション支援体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：福島県高齢福祉課作成  
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[３] 保健・医療・福祉人材の確保と資質の向上       
 

       高度化・多様化する保健・医療・福祉ニーズに対応できる人材の養成・確保を図ります。 

医療関係従事者（人口１０万対）
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 資料：厚生労働省 平成１６年及び平成１８年「医師・歯科医師・薬剤師調査」及び「保健・衛生行政業務報告」 

 

       地域保健医療圏別にみた人口１０万対別看護職員数（平成１８年１２月末現在） 

 

全国との比較（平成１８年１２月末現在） 

福島県看護職員数 （22,866 人） 全国看護職員数 （1,260,087 人）

人口１０万対   人口１０万対   

 保健師 （38.7 人）  保健師 （31.5 人） 

 助産師 （19.5 人）  助産師 （20.2 人） 

 看護師 （613.5 人）  看護師 （635.5 人） 

 准看護師 （427.5 人）  准看護師 （299.1 人） 

 －８５－ 
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社会福祉関係各種相談員等 
                                                  （平成２０年４月１日） 

名称 仕事の内容 配置場所 人員（人）

民生委員・児童委員 

（主任児童委員含む） 
住民の立場に立った相談、援助 
（児童及び妊産婦の保護、保健に関する相談支援を含む） 

県内全域 4,752 

家庭相談員 家庭における児童の養育上の相談、指導 
県保健福祉事務所 

市福祉事務所 
47 

女性相談員 要保護女子の発見、相談、指導 

女性のための相談支援センター 

県保健福祉事務所 

市福祉事務所 

17 

母子自立支援員 母子家庭に対する相談、助言、指導 

県保健福祉事務所 

郡山市福祉事務所 

いわき市福祉事務所 

23 

母子福祉協力員 母子寡婦福祉基金の償還の円滑化、促進 〃 8 

身体障がい者相談員 身体障がい者に対する更生援護の相談、助言、指導 ５６市町村に配置 86 

知的障がい者相談員 知的障がい者（児）に対する更生援護の相談、助言、指導 ４０市町村に配置 58 

精神障がい者家族相談員 精神障がい者及び家族に対する相談、助言 県内７方部に配置 41 

戦没者遺族相談員 各種年金給付金の受給に関する相談、指導及び関係機関との連携 県内全域 34 

戦傷病者相談員 戦傷病者に対する相談、指導及び関係機関との連携 県内全域 22 

資料：福島県保健福祉部調べ 

 

保健・医療・福祉ヒューマンパワー養成状況 

 
 平成１０

年度まで

の累積 

平成 

１１ 

年度 

平成 

１２ 

年度 

平成 

１３ 

年度 

平成 

１４ 

年度 

平成 

１５ 

年度 

平成 

１６ 

年度 

平成 

１７ 

年度 

平成 

１８ 

年度 

平成 

１９ 

年度 

累計 

保健師 
242 34 36 

148※１

（114）

152※１

（118）

155※１

（120）

152※１

（124）

160※１

（128）

127※１ 

（127） 

123※１

（123）

1,329※1

（854）

助産師 116 17 18 
23※２

（６）

25※２

（6）

22※２

（5）

22※２

（6）

24※２

（6）

22※2 

（6） 

22※2

（4）

311※2

（39）

看護師・准看護師 6,228 973 933 
950※１

（108）

996※１

（112）

945※１

（115）

935※１

（118）

968※１

（122）

929※１ 

（121） 

900※１

（119）

14,757※1

（815）

社会福祉士 151 43 49 56 82 114 86 139 117 151 988

介護福祉士 1,950 763 930 828 767 882 953 947 1,199 1,299 10,518

介護支援専門員 1,431 1,083 701 506 360 397 486 482 378 446 6,270

１級 585 133 141 200 244 479 480 210 80 20 2,572

２級 4,573 2,058 2,601 2,230 4,433 5,721 5,466 3,993 3,122 2,397 36,594

３級 6,872 928 358 205 203 106 106 101 118 38 9,035

訪

問

介

護

員 
計 

12.,030 3,119 3,100 2,635 4,880 6,306 6,052 4,304 3,320 2,455 48,201

資料：福島県保健福祉部調べ 
注釈：１ 保健師、助産師、准看護師の数は、各年度に県内の養成施設を卒業した者。 

     ※１：（ ）は、保健師、看護師の併設課程卒業者を再掲。※２（ ）は、保健師、助産師、看護師の併設課程卒業者を再掲。 

   ２ 社会福祉士、介護福祉士の数は、当該年度中に登録した者の数。 

   ３ 介護支援専門員の数は、実務研修修了者の数。 

   ４ 訪問介護員の数は、県内で実施された養成研修を修了した者の数。 

     訪問介護員の「計」欄及び「累計」欄は、複数の級を重複して受講した者を含めた延べ人数。 

 

                                  


